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宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

項　　目 特　　記　　事　　項

種　　目 工　事　概　要

項　　目 特　記　事　項

特　　記　　事　　項章 項　　目 章 項　　目 特　　記　　事　　項

建物名称

構造・規模

敷地面積

延床面積

消防法施行令別表第1の区分

改修工事

5．その他

1．適用基準 図面及び特記仕様に記載されていない事項は，すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の下記に

よる。

　・　公共建築工事標準仕様書（建築工事編）　　　　　　令和4年版（以下「標仕」という。）

　・　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）　　　　令和4年版

　・　公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）　　　　令和4年版

　・　公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）　　　　令和4年版（以下「改標仕」という。）

　・　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）　　令和4年版

　・　公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）　　令和4年版

　・　木造建築工事標準仕様書　　　　　　　　　　　　　令和4年版

　・　建築物解体工事共通仕様書（平成31年版）・同解説　令和2年版

　・　建築工事標準詳細図　　　　　　　　　　　　　　　令和4年版（以下「標準図」という。）

　・　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）　　　　令和4年版

　・　公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）　　　　令和4年版

　・　敷地調査共通仕様書　　　　　　　　　　　　　　　令和4年版

また，次の図書（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）を参考とする。

　①　建築工事監理指針（令和4年版）（以下「監理指針」という。）

　②　建築改修工事監理指針（令和4年版）

　③　電気設備工事監理指針（令和4年版）

　④　機械設備工事監理指針（令和4年版）

2．優先順位 設計図書の優先順位は，次の順とする。

　①　質問回答書（②から⑤に対するもの）　

　②　補足説明書

　③　特記仕様書（営繕工事共通仕様書を含む）

　④　図面

　⑤　公共建築工事標準仕様書等

（1）受注者は，請負代金額が500万円以上の工事については受注・変更・しゅん工・訂正時に，

     工事実績情報サービス（コリンズ）に基づき，工事実績情報として「登録のための確認の

     お願い」を作成し監督員に提出して内容の確認を受けた上，次の期限までに登録機関に登

     録しなければならない。

3. 工事実績データの登録

  　（a）受注時は，契約後，土曜日，日曜日，祝日等を除き10日以内とする。

　　（b）登録内容の変更時は，変更があった日から土曜日，日曜日，祝日等を除き10日以内と

       　する。

　　（c）しゅん工時は，工事しゅん工承認後，土曜日，日曜日，祝日等を除き10日以内とする。

　　（d）訂正時は，適宜とする。

　　 なお，変更登録は工期，技術者に変更が生じた場合に行うものとし，請負代金額のみの変

     更の場合は，原則として登録を必要としない。

（2）受注者は，実績登録完了後，登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には，

     速やかに監督員に提示しなければならない。

　   なお，変更時としゅん工時の間が10日間に満たない場合は，変更時の提示を省略できる。

4. 工程表 受注者は，契約書に基づく工程表を契約締結後10日（土曜日，日曜日，祝日等を除く。）以内

に提出すること。

5. 工事の着手 受注者は，設計図書に定めのある場合，又は特別の事情により発注者の承諾があった場合を除

き，工事開始日以降30日以内に工事に着手しなければならない。

なお，工事開始日とは，契約書に明示した着工の日（特記仕様書において着工の日を別に定め

た場合にあっては，その日）をいう。

◎施工に先立ち, 実施工程表, 工事の総合計画をまとめた総合施工計画書及び工種別施工計画書

  並びに施工図等を作成し, 監督員に提出し，監督員の承諾を受けること。

6. 施工計画書等

7. 下請負人の選定一
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章

鳴門市撫養町大桑島

51，207.85（m2）

別表第一　第1項ｲ

鳴門市企業局　ボートレース事業課

建築一式工事

◎施工図，現寸図，見本等を，工事の施工に先立ち作成し，監督員の承諾を受けること。

◎受注者は，本工事の全部若しくは一部について，指名停止期間中の有資格業者と下請契約を締

  結してはならない。

(1)施工体制台帳の作成

   受注者は，下請契約（以下の(3)及び(4)の場合を含む。）を締結した場合は，施工体制台帳及

　 び再下請負通知書（以下「施工体制台帳」という。）を自らの責任において作成・保存すると

   ともに，施工体制台帳を工事現場に備え置かなければならない。

(2)施工体系図の作成及び掲示

   受注者は，下請契約（以下の(3)及び(4)の場合を含む。）を締結した場合は，各下請負者の施

   工の分担関係を表示した施工体系図を作成し，公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

   る法律に従って，工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げなければならない。

(3)警備業者の記載

   受注者は，交通誘導警備員を配置するときは，警備業者を含めて施工体制台帳及び施工体系図

   を作成・保存しなければならない。

(4)運搬業者の記載

   受注者は，土砂等を運搬する大型自動車を配置するときは，運搬業者を含めて施工体制台帳及

   び施工体系図を作成・保存しなければならない。

(5)施工体制台帳及び施工体系図の提出

   受注者は，施工体制台帳の写し及び施工体系図の写しを，下請契約を締結したときは下請契約

   除き10日以内に監督員に提出し，確認を受けなければならない。

   日から，内容に変更が生じたときは変更が生じた日から，いずれも土曜日，日曜日，祝日等を

　 ただし，提出日について，監督員が承諾したときはこの限りではない。

(6)再下請負通知書を提出する旨の書面の掲示

   受注者は，再下請負通知書を提出する旨の書面を，工事現場の公衆が見やすい場所に掲示しな

   ければならない。

  督員の承諾を受けること。

◎電気保安技術者は次の者とし，必要な資格又は同等の知識及び経験を証明する資料により，監9. 電気保安技術者等

　・事業用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は，その電気工作物の工事に必要な電気主任

　　技術者の資格を有する者又はこれと同等の知識及び経験を有する者とする。

　・一般用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は，第1種又は第2種電気工事士の資格を有す

　　る者とする。

◎工事用電力設備の保安責任者を関係法令に従って有資格者を定め，監督員に報告すること。

  知徹底すること。

◎工事関係図書及び監督員から指示された事項等については, 施工に携わる下請負人にも十分周10. 施工中の安全確保

8. 施工体制台帳及び

　 施工体系図

◎工事現場の安全衛生管理については, 労働安全衛生法等関係法令等に従って行うこと。

◎工事の施工に伴う災害及び公害の防止は, 建築基準法, 労働安全衛生法, 騒音規制法, 振動規

　制法, 大気汚染防止法, 建設工事公衆災害防止対策要綱（令和元年9月2日付け国土交通省告示

　第496号）, 建設副産物適正処理推進要綱（平成5年1月12日 建設省建経発第3号）その他関係

　法令に従い適切に処理すること。

◎受注者は, 工事の施工箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物について工事（仮囲い等

◎地下埋設物への影響が予想される場所では，施工に先立ち，原則として試掘を行い，当該埋設

  物の種類，位置（平面・深さ），規格，構造等を確認しなければならない。

◎受注者は, 工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対し, 支障を及ぼさないよう

  な措置を施さなければならない。万一, 損傷を与えた場合は, ただちに監督員に報告するとと

  もに, 施設の運営に支障がないよう，受注者の負担でその都度補修又は補償すること。

◎受注者は，重量が100kg以上のものを貨物自動車に積む作業（ロープ掛けの作業及びシート掛

　けの作業を含む。）又は貨物自動車から卸す作業（ロープ解きの作業及びシート外しの作業を

　含む。）を行うときは，当該作業を指揮する者を定め，監督員に報告しなければならない。

◎受注者は，機械等を貨物自動車に積み込む作業又は貨物自動車から卸す作業を行う場合は，当

　該作業を指揮する者を定め，指揮者の合図により行わなければならない。また，作業状況につ

　いて，写真等の資料を整備及び保管し，監督員の請求があったときは，直ちに提示しなければ

　ならない。

◎受注者は，輸送経路等において上空施設への接触事故を防止するため，重機回送時の高さ，移

　動式クレーンのブームの格納，ダンプトラックの架台の下ろし等について，走行前に複数の作

　業員により確認しなければならない。

◎受注者は，トラック（クレーン装置付）を使用する場合は，上空施設への接触事故防止装置

　（ブームの格納忘れを防止（警報）する装置，ブームの高さを制限する装置等）付きの車両を

　原則使用しなければならない。なお，使用できない場合は事前に監督員と協議を行うこと。

　仮設材設置を含む）着手までに調査を行うこと。

◎受注者は，工事期間中安全巡視を行い，工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い，安

　全を確保するとともに工事現場における盗難防止の観点から，資機材の保管状況等についても

　併せて確認すること。また，監督員から「資機材保管計画書」（自由様式）の提出を求められ

　た場合には，速やかに提出すること。

い，その記録を保管すること。

◎受注者は，高さが2m以上の箇所で作業を行う場合は，墜落防止に留意し，作業日毎に点検を行

◎上下作業や直下階の施設を利用しながらの直上階（天井）のスラブはつり工事は，原則禁止と

　する。やむを得ず行う場合は，飛来落下の危険を生じるおそれがあるため，適切な防護措置を

　講じ安全確保を図り，施工手順について監督員の承諾を得たうえで，指定された時間に行うこ

　と。

◎受注者は，足場を設置する場合は組立，解体時において，作業前に施工手順を確認し，倒壊や

  資材落下に対する措置を講じなければならない。特に，飛来落下の恐れのある巾木やメッシュ

　シート等の資機材については，足場の上に仮置きせず，設置又は荷下ろしするまでは，番線等

　により固定を行うこと。また，強風，大雨，大雪等の悪天候のため，作業の実施について危険

  が予想されるときは，作業を中止すること。

     既存の分析調査結果の貸与（　あり　・　なし　）。

11. 交通安全管理 ◎輸送災害の防止

  受注者は, 工事用車両による土砂, 工事用資材, 機械等の輸送を伴う場合は, 関係機関と打

  合せを行い, 交通安全に関する担当者, 輸送経路, 輸送期間, 輸送方法, 輸送担当業者, 交

  通誘導員の配置, 標識, 安全施設等の設置場所その他安全輸送上の事項について計画を立て,

  災害の防止を図らなければならない。特に, 輸送経路にある既設構造物に対して損害を与え

  るおそれがある場合は, 当該物件およびその位置と必要な措置について工事着手前に監督員

  に報告しなければならない。

◎過積載による違法運行の防止

  受注者は，過積載による違法運行の防止に関し，特に次の事項について留意し，下請負業者

　を指導すること。

　・積載重量制限を超えた土砂等の積込みは行わないこと

　・さし枠装備車，不表示車は使用しないこと

　・過積載車両，さし枠装備車，不表示車から土砂等の引き渡しを受けないこと

  ・建設発生土の処理及び骨材の購入に当たっては，下請事業者及び骨材納入業者の利益を不

　　当に害さないこと

  ・過積載による違法通行により，逮捕または起訴された建設業者は，指名停止措置を講ずる

　　場合がある

◎発生材の処理等は，次により適正に行う。

(1)工事による発生材のうち，文化財保護法に基づく物及び有価材と判断される物については，

　 報告及び引き渡しを要する。

(2)上記以外の発生材は, 建設工事に係る資材の再生資源化等に関する法律, 資材の有効な利

   用の促進に関する法律, 廃棄物の処理及び清掃に関する法律, 建設副産物適正処理推進要

   綱その他関係法令等に従い処理すること。受注者は，工事で発生する産業廃棄物を保管す

   る場合，または自ら運搬する場合等においては，廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12

   条の規定を遵守すること。図書に表示のないものについては，監督員に報告し指示を仰ぐ

   こと。

12. 発生材の処理等

(3)産業廃棄物の種類ごとの処分場については，各専門特記仕様書の1章一般共通事項「産業廃

   棄物の処理」又は「発生材の処理等」による。

(4)建設発生土の処理については，各専門特記仕様書の1章一般共通事項「建設発生土の処理」

   による。

(5)解体前に，照明器具，変圧器及び進相コンデンサのPCBの有無を調査し，有れば，監督員

   の指示に従うこと。

(6)空調機等の整備や撤去処分を行う場合は，フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関

   する法律をはじめとする関係法令に基づき，作業や手続きを行う。家電リサイクル法に該

   当する機器については，家電リサイクル法により処理すること。

(7)受注者は， 建設副産物が搬出される工事にあたっては，建設発生土は建設発生土搬出調書

   （様式3），産業廃棄物は産業廃棄物管理票（マニフェスト）により，適正に処理されてい

　 るか確認するとともに，監督員に建設発生土搬出調書を提出しなければならない。なお，

　 監督員等の指示があった場合は直ちに産業廃棄物管理票の写しを提示しなければならない。

◎アスベスト

  (1)解体前に大気汚染防止法に基づくアスベスト等の特定建築材料に該当するものが使用され

     ていないか調査し，あれば監督員の指示に従うこと。既存の分析調査結果がある場合は，

     受注者がその結果を書類等により確認すること。なお，工事内容に変更がある場合におい

     ても同様とする。

  (2)事前調査を公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）1.5.1及び大気汚染防止法により

     行うこと。

　　 ・調査結果を石綿事前調査結果報告システムにより，労働基準監督署及び自治体に報告す

       ること。監督員へも結果を提出するとともに，その写しを工事の現場に備え置くこと。

　　 ・調査結果は3年間保存すること。

　　 ・調査結果の概要を公衆が見やすい場所に掲示すること。

　　 ・分析によりアスベスト含有調査を行う場合は，JIS A 1481-1によること。

電気設備一式工事 改修工事

     こと。

 （6)受注者は，上記計画書及び実施書を工事完成後5年間保存すること。

 （7)受注者は，COBRISの入力において，資源の供給元及び搬出する副産物の搬出先について，

     その施設名，施設の種類及び住所を必ず入力すること。ただし，バージン材を使用する生

     コンクリート及び購入土を除くものとする。

     施書を作成し，監督員に提出すること。

 （5)受注者は，工事完了後速やかにCOBRISにより再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実

     監督員に報告すること。

 （4)受注者は，上記計画書に変更が生じた場合は，速やかに計画を変更し，その変更の内容を

     も可）すること。

 （3)受注者は，上記計画書を工事現場の見やすい場所に掲示（デジタルサイネージによる掲示

     スファルト・コンクリート塊，建設発生木材，建設汚泥又は建設混合廃棄物を工事現場か

     ら搬出する場合には，COBRISにより再生資源利用促進計画書を作成し，監督員に提出する

     条で規定される工事又は一定規模以上の工事において，建設発生土，コンクリート塊，ア

     の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（H3.10.25建設省令第20号）第7

     書を作成し，監督員に提出すること。

 （2)受注者は，資源有効利用促進法に基づく建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る

     ファルト混合物又は木材を工事現場に搬入する場合には，（一財）日本建設情報総合セン

     ターの建設副産物情報交換システム（以下「COBRIS」という。）により再生資源利用計画

     される工事又は建設リサイクル法施行令第2条で規定される工事（以下「一定規模以上の

◎資源の有効な利用の促進に関する法律（以下「資源有効利用促進法」という。）及び建設工

  事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という」。）に基づく

 （1)受注者は，資源有効利用促進法に基づく建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に

     関する判断の基準となるべき事項を定める省令（H3.10.25建設省令第19号）第8条で規定

  対応は，以下のとおり行うこと。

     工事」という。）において，コンクリート（二次製品を含む。），土砂，砕石，加熱アス
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◎建設リサイクル法通知済証の掲示

　受注者は，建設リサイクル法に基づく対象建設工事（特定建設資材を用いた建築物等に係る

  解体工事又はその施工に特定建設資材を使用する新築工事等であって，その規模が建設リサ

  イクル法施行令で定める基準以上のもの）においては，工事現場の公衆の見やすい場所に工

  事着手日までに「建設リサイクル法通知済証」を掲示し，工事しゅん工検査が終了するまで

  存置しておかなければならない。

1．工事名称

2．工事概要

3．工事場所

4．建物概要

5．工事種目

改修工事給排水設備一式工事

ボートレース鳴門

Ｓ造　　地上7階・地下0階

15,160（m2）

ボートレース鳴門 特記仕様書（１）

-/-

ボートレース鳴門管理棟出入口部周辺等整備工事

管理棟出入口部周辺等整備工事

屋外通路屋根設置工事、門扉移設工事、ゴミ分別ハウス周辺整備工事、ウズホール管理用門扉設置工事

II. 工事共通仕様書



宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

特　　記　　事　　項章 項　　目 特　　記　　事　　項 章 項　　目 章 項　　目 特　　記　　事　　項
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鳴門市企業局　ボートレース事業課

13. 材料・製品等

  また，「建設リサイクル法通知済証」掲示後の全景写真は電子納品の対象書類とし，「徳島

  県電子納品運用ガイドライン【建築工事編】｣に基づき提出すること。なお，「建設リサイク

  ル法通知済証」は契約締結後から工事着手日までの期間に発注者から支給することとする。

◎本工事に使用する建築材料，設備機材等（以下「建材等」という）は，設計図書に規定する

　所要の品質及び性能を有するものとする。

◎受注者は，建材等の発注の際には，発注前に，品質及び性能に関して記載された工種別施工

  計画書及びその証明となる資料を監督員へ提出しなければならない。ただし，設計図書に定

  めるJIS又はJASの材料で，JIS又はJASのマーク表示のあるものを使用する場合又はあらかじ

　公共建築協会発行の「建築材料等評価名簿（最新版）」及び「設備機材等評価名簿（最新

　版）」記載品を指すものとする。 

　なお, 各専門特記仕様書中，「評価名簿による」と記載されているものは, 一般社団法人

  め監督職員の承諾を受けた場合は，この限りでない。

◎製材等（製材, 集成材, 合板, 単板積層材）, フローリング, 再生木質ボード（パーティク

　ルボード, 繊維板, 木質系セメント板）については, 合法性に係る確認（「産地認証」及び

　「品質認証」を含む。）が行われたものを使用する。ただし, 機能上, 需給上など正当な理

　由により確保が困難であり, 使用できない場合には監督員と協議するものとし,監督員の承

　諾を得るものとする。

　に準拠して行うものとし, 監督員に合法証明書を提出するものとする。ただし，平成18年4月

　「木材・木材製品の合法性, 持続可能性の証明のためのガイドライン（平成18年2月15日）」

　また, それらの木質又は紙の原料となる原木についての合法性に係る確認は, 林野庁作成の

　1日より前に伐採業者が加工・流通業者等と契約を締結している原木に係る合法性の確認につ

　いては, 平成18年4月1日の時点で原料・製品等を保管している者が証明書に平成18年4月1日

　より前に契約を締結していることを記載した場合には，上記ガイドラインに定める合法な木

　材であることの証明は不要とする。

  受注者は，加熱アスファルト混合物を使用するときは，原則として，「徳島県土木工事用

  生アスファルト合材の品質審査要綱」に基づき工場認定を受けた県内の工場から出荷され

  た合材を原則として使用しなければならない。

◎アスファルト舗装の材料

  しなければならない。

  の6第1項に基づく変更の許可において同じ。））で製造された再生砕石を原則として使用

  る法律（昭和45年法律第137号）第15条第1項に基づく許可を有する施設（同法第15条の2

　受注者は, 再生砕石を使用する場合, 県内の再資源化施設（廃棄物の処理及び清掃に関す

◎県内産再生砕石の原則使用

  の仕様及び指定工法による。

◎標仕等に記載されていない特別な材料の仕様・工法は, 監督員の承諾を受けて，当該製品

14. 化学物質を発散する

　　建築材料等

◎本工事に使用する建築材料は，設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するものとし，

　(1)合板，木質系フローリング，構造用パネル，集成材，単板積層材，MDF，パーティクル

　　 ボード，その他の木質建材，ユリア樹脂板及び仕上げ塗材は，ホルムアルデヒドを発散

　次の（1）から（5）を満たすものとする。

     しないか，発散が極めて少ないものとする。

　(2)保温材，緩衝材，断熱材は，ホルムアルデヒド及びスチレンを発散しないか，発散が極

     めて少ないものとする。

　(4)塗料（塗り床を含む）は，ホルムアルデヒド，トルエン，キシレン，エチルベンゼンを

　(3)接着剤は，フタル酸ジ－n－ブチル及びフタル酸ジ－2－エチルヘキシルを含有しない揮

     発性の可塑剤を使用し，ホルムアルデヒド，アセトアルデヒド，トルエン，キシレン，

     エチルベンゼンを発散しないか，発散が極めて少ないものとする。

     発散しないか，発散が極めて少ないものとする。

     は，ホルムアルデヒドを発散しないか，発散が極めて少ないものとする。

　(5)(1)，(3)及び(4)の建築材料等を使用して作られた家具，書架，実験台，その他の什器等

◎設計図書に疑義が生じたり，現場の納まり又は取合い等の関係で設計図書によることが困難

　又は不都合な場合が生じたときは，標仕記載の「疑義に対する協議等」による。

◎工事現場に監督員は常駐できないので，疑問な点，その他打合せ決定を要する事項は，監督

　員の出向いた時，又は鳴門市へ問い合わせ，工事に遺漏のないようにすること。

◎品質管理は，適切な時期に品質計画に基づき，確認，試験又は検査を行うこと。結果が管理

　値を外れるなど疑義が生じた場合は，品質計画にしたがって適切な処理を施すこと。また，

　その原因を検討し，再発防止のための必要な処置をとること。

15. 施工

  に記載）を提出し，監督員の承諾を受け試験を行い, その結果を報告し承認を得ること。

◎試験等によらなければ確認できない工事（製品）については, 試験等計画書（施工計画書

  承諾を受けて次の工程に進むこと。

◎設計図書（各施工計画書を含む）に定められた工程が完了した時,監督員の検査等を受け，

　名簿及びその証明書類等を監督員に提出すること。

◎本工事の施工及び管理にあたり法規上必要となる有資格者については，工事着手前に資格者

  し工事は, 受注者の責任において実施し, それに要する費用は受注者の負担とする。

  は,工事が進行済みであっても根本的な手直しを命ずるので, 注意して施工すること。手直

◎施工にあたっては, 設計図書に従って忠実に施工すること。不都合な工法等を発見した場合

16. 建設機械等

  第249号 最終改正 平成14.4.1国総施第225号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械

  本工事に使用する土工機械は, 「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3.10.8 建設省経機発

◎排出ガス対策型建設機械

  とする。ただし, 排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は, 平成7年度建設技術評価制度

  公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」, 又はこれと同等の開発目標で実施された民

  間開発建設技術の技術審査・証明事業, あるいはこれと同等の開発目標で実施された建設技術

  審査証明により評価された排出ガス浄化装置を装着することで排出ガス対策型建設機械と同等

  において使用する建設機械の全景及び型番等が分かる写真を監督員に提出するものとする。

  設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合, 現場代理人は施工現場

  とみなすが, これにより難い場合は, 監督員と協議するものとする。なお, 排出ガス対策型建

  また，受注者は，県の徴税吏員が行う使用燃料の採取調査に協力しなければならない。

  25年法律第226号）に違反する軽油等を燃料として使用してはならない。

　受注者は，ディーゼルエンジン仕様の車両及び建設機械等を使用する場合は，地方税法（昭和

◎不正軽油の使用禁止

  本工事で使用する建設機械（労働安全衛生法により特定自主検査が義務づけられている建設機

  表）の写しを使用工種の施工計画書に添付し提出すること。

  械）は, 1年以内毎に1回特定自主検査を実施済みの機械を使用し, その検査証明書（検査記録

◎特定自主検査

  規制法, 徳島県公害防止条例等の関係法令を遵守するものとする。

  された建設機械を現場に供給するのが著しく困難な場合は, 監督員と協議する。ただし，騒音

◎低騒音・低振動型建設機械

  人は, 施工現場において使用する建設機械の全景及び型番等, 同規程に基づき指定された建設

  機械であることが分かる写真を監督員に提出するものとする。ただし, 同規程に記載されてい

  ない機種, 規格の建設機械により施工する場合はこの限りでない。なお, 同規程に基づき指定

  省告示 平成13年4月9日改正）」に基づき指定された建設機械を使用するものとする。現場代理

  本工事で使用する建設機械は, 「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程（国土交通

19. 工事検査及び技術検査 

18. 設計変更箇所確認

17. 工事看板等 ◎工事現場には, 工事看板を監督員の指示に従って見やすい場所に設けること。

◎受注者は，本工事において使用する工事看板・バリケード等については，県産木材を用いた木

  製品を優先して使用するよう努めなければならない。県産木材を購入した場合，受注者は，工

  事完了後「任意仮設における県内産木材購入実績報告書」を監督員へ任意で提出すること。

◎設計事務所による工事監理がある場合，受注者は，工事監理業務受注者が作成する設計変更箇

　所一覧表の内容について，監督員，工事監理業務受注者とともに定期的に確認すること。

　また，工事しゅん工前には全ての設計変更箇所及び内容を監督員，工事監理業務受注者ととも

  に，書面により確認すること。

◎外壁改修工事等において，足場が撤去されしゅん工検査時に検査員による出来形等の現場確

  認ができなくなるおそれがある場合は，当初請負対象額に関係なく，中間検査の実施につい

  て監督員と協議すること。

20. 完成図等 ◎電子納品：対象外
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1．施工条件 ◎施工条件は次による。 

　・施設の使用に影響のある，騒音，振動，粉塵等を伴う作業はボートレース非開催日もしくは、

　　レース終了後の１５時以降での作業とする。

1章　改修一般共通事項

2．重要備品等 ◎工事に影響のある範囲内の重要備品等　（　有　・　無　）

　備品等名称：

　保管場所　：

　注意事項　：

4．交通誘導警備員

3. 施工調査 ◎調査期間

　本工事の着手時に, 給排水, ガス管, 地下埋設物等の調査を行う。調査期間は　1週間とする。

  切り回し時期については, 協議の上決定する。

◎交通誘導警備員

　こと。

  ・本工事は, 警備員等の検定等に関する規則第1条第4号により規定された交通誘導警備業務を

　　行う場所に一級又は二級の検定合格警備員の配置が

　　（ 義務付けられている ・ 義務付けられていない ）。

　・警備員は, 延20人（昼20人, 夜0人：うち検定合格警備員0人）を見込んでいる。

  ・警備業法を遵守するとともに, 受注者は交通誘導警備員の配置計画書及び合格証明書の写し

　　等資格要件の確認ができる資料を事前に監督員へ提出すること。

  ・配置された検定合格警備員は, 業務に従事している間は合格証明書を携帯し，かつ，監督員

　　等の請求があるときは，これを提示すること。

  ・受注者は，発注者が行う交通誘導警備員勤務実績調査の実施に協力しなければならない。

　　また，対象工事の一部について下請負契約を締結する場合は，当該下請負工事の受注者（当

　　該下請負工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）も同様の義務を負う旨を定めなけ

　　ればならない。

  ・受注者は, 「交通誘導警備員勤務実績報告書」を作成し, 勤務実績が確認できる資料（勤務

　　伝票の写し）とともに, 1月毎に監督員へ1部提出しなければならない。

5. 産業廃棄物の処理

　木材については，50kmの範囲内にある木材再資源化施設への搬出を原則とする。

　また，コンクリート・アスファルト類の搬出先については，中間処理施設のみとする。

◎産業廃棄物の種類ごとに処分すること。

7．他工事との取り合い ◎他工事との取り合い区分

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○

○

○

項　　　目 建築工事 電気工事 管 工 事 空調工事 そ の 他

梁, 壁, 床スリーブ入れ

　同上穴埋補修

スリーブ開口補強(鉄筋)

　同上(リンブレン等)

床, 天井点検口

設備機器天井開口墨出

　同上切込み及び開口補強

衛生器具取付のブロック壁 

空洞部分のモルタル埋め

縦樋(GLまで)

盤, 便器等の箱入れ

  同上補強

給排気ガラリ取り付け

空調機器類の基礎工事

　　の濃度測定

8. 室内空気中の化学物質 ◎測定は，測定対象室の工事施工前及び工事施工後に行うこと。

◎建物の用途により以下の物質の室内濃度を測定すること。

　学　　校：ホルムアルデヒド・トルエン・キシレン・パラジクロロベンゼン・スチレン

　採取器具は受注者にて用意すること。

測　　定　　対　　象　　室 測定箇所数

　学校以外：ホルムアルデヒド・トルエン・キシレン・スチレン・エチルベンゼン

　　　　　　・エチルベンゼン

特-02

ボートレース鳴門 特記仕様書（２）

-/-
管理棟出入口部周辺等整備工事

◎提出書類

    図版とする ）　

　・保全に関する資料

　出来形が写真で的確に確認できること。

  完成写真については, 工事目的物の状態が，資機材, 施工状況等については，不可視部分の

◎工事写真の電子データは完成写真, 着手前, 資機材, 施工状況の順に整理する。

◎しゅん工図は関係図面（データ貸与）を修正して作成すること。

　リジナル形式をCD-R等に保存する。

　しゅん工図データは，関係図面（データ貸与）を修正して作成し，PDF形式，SFC形式及びオ

　　 する。

     工事完成期日に14日を加えた期日とする。なお, 工期延伸した場合には保険の期間も延長

　(4)保険終期

　(5)その他

     ・付保する時期以降に出来高払を行う場合は, 受注者は保険契約の証券の写しを出来高払

       の書類に添付する。

     ・建設工事保険に付保した場合は，火災保険に付保したものとみなす。

区　　　分

着　手　前

施　工　中

カラー, 手札版又はサービスサイズ

カラー, 手札版又はサービスサイズ

カラー, 手札版又はサービスサイズ

サ　イ　ズ

完　成　写　真

◎工事完成撮影は, 別途指定がある場合を除き，専門家によらないものとする。 

◎工事写真の撮影は, 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「営繕工事写真撮影要領」によること。

　　小黒板情報電子化

21. デジタル工事写真の

　ることができる。

　たうえで，デジタル工事写真の小黒板情報電子化対象工事（以下，「対象工事」という）とす

◎受注者は，デジタル工事写真の小黒板情報電子化の実施を希望する場合は，監督員の承諾を得

◎対象工事は，徳島県CALS/ECホームページ掲載の「デジタル工事写真の小黒板情報電子化の運

　用について（県土整備部）」に記載された全ての内容を適用することとする。

22. 火災保険 ◎火災保険

  本工事の着手に際し, 火災保険等（火災保険，建設工事保険その他の保険（これに準ずるもの

　を含む。））を請負額に応じて付保する。

　(1)対象物　

　　 工事目的物及び工事材料（支給材料を含む）について付保する。

　(2)付保除外工事

   　・その他実状を判断のうえ必要がないと認めた場合（外壁補修工事等）

     ・杭及び基礎工事　・コンクリート躯体工事　・屋外付帯工事　

　　 次に掲げる単独工事については，付保を除外できる。

　(3)付保する時期及び金額

     鉄筋コンクリート造の場合は躯体工事完了時に, 木造及び鉄骨造の場合は基礎工事完了時に, 

     請負金額相当額を付保する。また,模様替え工事等については, 工事着手時に請負金額相当

     額を付保する。

　・竣工図（A3版1部，電子データ1部）（サイズ：監督員から別途指示がある場合を除き，原

　・工事写真（写真帳１部（着手前及び完成写真））

　・使用材料一覧表（ 1部 ）

　・工程については，施設管理者と協議の上決定すること。

　　作成時に施設管理者と協議の上決定し，適宜相互に日程の調整及び確認を行う。

　・その他の詳細な施工条件については，実施工程表及び総合施工計画書の

　・競走水面に資材等が飛散しないよう、資機材の保管、養生には十分注意すること。

  交通誘導警備員については, 警備業法に基づく警備員とし, 図示する場所に    日間配置する



◎細骨材としてフェロニッケルスラグ使用（ できる ・ できない ）。

宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

項　　目 特　　記　　事　　項 章章 特　　記　　事　　項 章 項　　目 特　　記　　事　　項項　　目

鳴門市企業局　ボートレース事業課

9. 技能士の適用

測定は，次のいずれかにより行う。

　1347号）第56-3（3）「ロ　測定の方法」において定められた方法

・住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく評価方法基準（平成13年　国土交通省告示第

・パッシブ型採取機器を用いる方法

　パッシブ型採取機器を用いる場合は，次の要領により行う。

　(1)30分間換気

　　 測定対象室のすべての窓及び扉（造り付け家具，押入等の収納部分の扉を含む）を開放

　　 し，30分間換気する。

　(2)5時間閉鎖

　　 （1）の後，測定対象室の全ての窓及び扉を5時間閉鎖する。ただし，造り付け家具，押入

　　 等の収納部分は開放したままとする。

　(3)測定

　　 イ（2）の状態のままで測定する。

     ロ 測定時間は， 原則として24時間とする。ただし， 工程等の都合により24時間測定が

        行えない場合は，8時間測定とする。

　      なお，8時間測定の場合は午後2時～3時が測定時間帯の中央となるよう，10時30分～

        18時30分までの時間帯で測定する。

        ただし， 局所的な換気扇等で常時稼働させないものは停止させたままとする。

     ※（1），（2），（3）において， 換気設備又は空気調和設備は稼働させたままとする。

　　 ハ 測定回数は1回とし，複数回の測定は不要とする。

　(4) 分析

　　  測定対象化学物質を採取したパッシブ型採取器を分析機関に送付し，濃度を分析する。

  (5) 測定結果の提出

　　  測定後，測定結果を監督員に提出すること。

◎測定結果が厚生労働省の指針値を超えていた場合は，現場監督員と対応方法について協議すること。

  に適用する作業を指定するものとする。 

◎技能士の適用については， 次の技能検定作業（以下，「作業」という。）のうち各工事毎

　技能士は， 職業能力開発促進法による一級技能士又は二級技能士の資格を有する者とし， 

  資格を証明する資料を監督員に提出すること。

  る。なお，指定のない作業についてもその活用を図るよう努めることとする。

  種，技能士番号等県が指定した内容を記載した名札等により，資格を明示するものとす

  に対して，施工品質の向上を図るための作業指導を行うこと。技能士は，氏名，検定職

　技能士は，適用する工事作業中，1名以上の者が自ら作業をするとともに，他の技能者

工事種目 技能検定職種 技　能　検　定　作　業

仮設

鉄筋

型枠

鉄骨

防水

タイル

木

金属

左官

建具

塗装

内装

配管

植栽

機械設備

・ とび作業

・ 鉄筋組立て作業

・ コンクリート圧送工事作業

・ 型枠工事作業

・ 構造物鉄工作業

・ アスファルト防水工事作業

・ ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

・ アクリルゴム系塗膜防水工事作業

・ 合成ゴム系シート防水工事作業

・ 塩化ビニル系シート防水工事作業

・ セメント系防水工事作業

・ シーリング防水工事作業

・ 改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水工事作業

・ 改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ常温粘着工法防水工事作業

・ FRP防水工事作業

・ タイル張り作業

・ 大工工事作業

・ 内外装板金作業

・ かわらぶき作業

・ 内外装板金作業

・ 左官作業

・ 木製建具手加工作業

・ 木製建具機械加工作業

・ ビル用サッシ施工作業

・ ガラス工事作業

・ 建築塗装作業

・ プラスチック系床仕上げ工事作業

・ カーペット系床仕上げ工事作業

・ 鋼製下地工事作業

・ ボード仕上げ工事作業

・ カーテン工事作業

・ 木質系床仕上げ工事作業

・ 表具作業　・ 壁装作業

・ 建築配管作業

・ 造園工事作業

・ 冷凍空気調和機器施工作業

とび

鉄筋施工

コンクリート圧送施工

型枠施工

鉄工

防水施工

タイル張り

建築大工

建築板金

かわらぶき

建築板金

左官

建具製作

サッシ施工

ガラス施工

塗装

内装仕上げ施工

表装

配管

造園

冷凍空気調和機器施工

コンクリート

屋根及びとい

  ○印 ･･･ 適用作業

1.　一般事項

2.　ベンチマ－ク

3.　足場等

  確認，排水経路及び配水管の流末処理の確認並びに敷地周辺の状況を確認し，監督員に報告する。

◎着工に先立ち，敷地境界，既存構造物，敷地の高低差地下埋設物の確認，近隣建築物及び工作物の現状

◎仮設機材及び経年仮設機材の使用については，次の規格又は認定基準（以下「規格等」という。）に適

　①労働安全衛生法に基づく構造規格

　合するものを使用すること。

　②（一社）仮設工業会の認定基準

　あらかじめ強度等を確認した書類を監督員に提出し，承諾を得ること。

　る登録工場及び指定工場等の活用に努めるとともに，前記規格等に定めるもの以外の使用に当たっては

　また，厚生労働省の「経年仮設機材の管理指針」に基づく（一社）仮設工業会の「適用工場制度」によ

二
　
章
　
　
改
　
修
　
仮
　
設
　
工
　
事

　ること。

　省令第21号）を遵守し作業を行うこと。

　の切断等の作業」及び「石綿取り扱い作業」に該当するため，石綿障害予防規則（平成17年厚生労働

◎石綿含有仕上塗材が施工された外壁に対する足場繋ぎ用アンカーの下穴穿孔作業については，「石綿等

　つり袋等を労働者に使用させなければならない。また，作業主任者を選任し，その氏名，職務を掲示す

◎労働安全衛生法第88条に基づき，労働安全衛生規則別表第7に掲げる機械等（組立から解体までの期間が

　60日未満を除く）の設置や移転，変更を行う場合は，30日前までに所轄労働基準監督署長に届け出をお

　こなうこと。

　届け出をおこなった場合は，監督員に報告すること。

　届け出不要の場合は，その旨監督員に報告すること。

◎労働安全衛生法第88条に基づく届け出の要否に関わらず，足場を設置する場合は，使用開始前に営繕課

　指定の足場チェックリストを用いて点検した後，監督員の確認を受けること。

  ・壁つなぎ間隔（水平方向:5.5m以下，鉛直方向:5  m以下）

手すり据置方式

◎外部足場（種類：枠組み足場　　，仕様：　2　枚布，D=90cm，シ－ト仕様：養生シート　　　）

　　ただし監督員の承諾を得た場合は，（3）手すり先行専用足場方式により行うことができる。

　　「手すり先行工法による足場の組み立て等に関する基準」の2の（2）  　　       により行うこと。

  ・足場を設置する場合は，原則として「手すり先行工法に関するガイドライン」（標仕2.2.4）の別紙１

　足場の組立て，解体又は変更の作業において，材料，器具，工具等を上げ，又はおろすときは，つり綱，

◎受注者は，つり足場（ゴンドラのつり足場を除く。），張出し足場又は高さが5メートル以上の構造の

◎足場等を無償使用する業者は，設置業者の指示に従うこと。

◎足場等の設置業者は，関連工事等の関係者に無償で使用させること。また，安全管理も実施すること。

　・壁つなぎ間隔（水平方向:　　m以下，鉛直方向:    m以下）

◎内部足場（種類：脚立足場　，仕様：　　枚布，D=　　cm）

◎仮囲い（仕様：成形鋼板　　，H=2.0　m，L=36.6　m）（図示）

◎ゲ－ト（ 有 ・ 無，仕様：                 　 ）

5.　監督員事務所

4.　養生 ◎既存部分の養生範囲は図示による。（養生方法： 図示による   ）

◎監督員事務所は（ 設ける（面積　10　m2程度） ・ 設けない ）

◎監督員事務所を設置する場合，備品は次のものを設置すること。　

　(1)机，椅子，書棚，製図版，掛時計，温度計，湿度計

  (2) ゴム長靴，雨がっぱ，保護帽，懐中電灯，安全帯

  (3) 請負加入電話の子機

  (4) 衣類ロッカ－，冷暖房機器，消火器，湯沸器，掃除具

  (5) ファクシミリ他

6.　工事用用水, 電力等 ◎既存電力利用（ 出来る ・ 出来ない ），電力料金（ 有償 ・ 無償 ）

　ただし，施設管理者と協議すること。

◎既存用水利用（ 出来る ・ 出来ない ），用水料金（ 有償 ・ 無償 ）

　ただし，施設管理者と協議すること。

資材置場
◎同用地は，（ 図示の場所に ・ 用意していないので業者にて ）設けること。

　ただし，施設管理者と協議すること。

◎借地借家料　　　　　　　　　　円    現場事務所用地等

9.  工事車両用駐車場

1.  材料 規格名称規格番号

JIS G 3112

－

鉄筋コンクリート用棒鋼

JIS G 3551 溶接金網及び鉄筋格子

径(㎜)種類の記号

建築基準法の規定に　　
基づき認定を受けた鉄筋

－

2.  材料試験

三
　
章
　
　
鉄
　
筋
　
工
　
事

詳細図による 詳細図による

網目の形状：  寸法：100*100  径：6　

3.  鉄筋の継手及び定着

◎材料試験は行わない。

  ただし，規格証明書を提出し，監督員の承諾を得ること。

◎鉄筋の継手は（ 重ね継手 ・ ガス圧接継手 ・ 機械式継手　・　溶接継手 ）とする。

◎鉄筋の継手の位置は図示による。

◎結束線の端部は内側に折り曲げる。

◎スラブのスペーサーは鋼製を原則とし，他の箇所についても材種等について監督員の承諾を得ること。

  また，鋼製のスペーサーは，型枠に接する部分に防錆処理を行ったものとする。

◎鉄筋の90°未満の折曲げの内法直径は図示による。

◎鉄筋の定着方法及び長さは図示による。

11.　あと施工アンカー工事

(耐震改修工事に伴うものを

　除く）

10.　配筋検査

及び間隔
4.  鉄筋のかぶり厚さ

◎目地がある場合のかぶりは，目地底からの寸法とする。

◎柱，梁の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは，標仕表5.3.6の数値に10㎜を加えた数値を標準とする。

◎各部の配筋は，図示による。図示されていない場合は，標仕参考図［1節－基礎及び基礎梁の配筋］～

　［7節－梁貫通孔その他配筋］による。

◎主要な配筋は，コンクリート打込みに先立ち，種類，径，数量，かぶり，間隔，位置等について，監督

  職員の検査を受ける。

  るものとし，これらを証明する資料を提出し，監督員の承諾を受けること。

◎あと施工アンカー作業における技能者は、あと施工アンカー工事の施工に関する十分な経験と技能を有す

◎埋込み配管等に当たった場合は，直ちに穿孔を中止し，監督員に報告し指示を受けること。

◎鉄筋等に当たった場合は，穿孔を中止し，付近の位置に再穿孔を行うこと。中止した孔は，モルタルで

  充てんすること。

◎施工確認試験を（ 行う ・ 行わない ）。確認強度（　　　）kN　試験方法は標仕14.1.3（エ）による。

◎あと施工アンカーは（ 金属系アンカー ・ 接着系アンカー ）とする。

　・金属系アンカー

　　引張耐力（　　）とする。せん断耐力（　　）とする。アンカー本体の径（　　），埋込深さ（　　）

    とする。アンカーセット方式は本体打ち込み式とする。

    接合筋の種類は（　　），径（　　），長さ（　　）とする。

  ・接着系アンカー

    引張耐力（　　）とする。せん断耐力（　　）とする。

    アンカーの種類はカプセル型（ガラス製）とする。
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1.　一般事項 1.　一般事項

　・Ⅰ類（JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート）

　・Ⅱ類（JIS A 5308への適合したコンクリート）

種別
(t/m3)

設計基準強度

Fc(N/mm2)
適用箇所

気乾単位
容積重量強度試験の

有無
スランプ

(cm)

調合管理
強度

Fn(N/mm2)

コンクリート

の種類　　　

普通 15 有 2.3

◎設計基準強度

　　なお，試験機関を選定した際には，すみやかに監督員に報告すること。

　　ただし，第3者機関以外で行う場合は，立ち会い者を定め，監督員の承認を受け，行うこととする。

　  原則，第3者機関にて，主任技術者又は現場代理人立会いの上，行うこと。

◎コンクリートの強度試験

  コンクリートの強度試験については，次のとおり取扱うものとする。

  ・第4週強度確認

　28日までの予想平均気温に応じて定める。

標仕 表6.3.2　なお，構造体強度補正値（S）は， によりセメントの種類及びコンクリートの打込みから材齢
◎構造体コンクリートの調合管理強度は，設計基準強度（Fc）に構造体強度補正値（S）を加えた値とする。

2.　コンクリートの仕上がり 標仕 表6.2.3◎コンクリート部材の位置及び断面寸法の許容値は， による。

◎合板せき板を用いる打放し上げの種別は（ A ・ B ・ C ）種とする。

標仕 表6.2.5◎コンクリートの仕上がりの平たんさは による。

3.　普通コンクリート ◎セメントの種類は，（ 普通ポルトランドセメント ・ 混合セメントA種 ・ 高炉セメントB種 ・ フライア

　・フライアッシュセメントB種適用箇所（             ）

　・高炉セメントB種適用箇所（　　　　　　　）

  ッシュセメントB種 ）とする。

特-03

ボートレース鳴門

◎設計GLの設定は，1FL-100を±0としする。ただし，監督員の指示により決定する。

工作物基礎

-/-

18 18

管理棟出入口部周辺等整備工事

特記仕様書（３）

◎骨材は，標仕6.3.1（2）による。

◎細骨材に含まれる塩化物量は，NaCl換算で0.04%以下とする。

◎コンクリ－ト中の塩化物量は，0.3kg/m3以下とし，試験方法は標仕6.5.4による。

◎試練りは（ 行う ・ 行わない ）。

◎所要空気量は4.5%±1.5%とする。

◎受注者は，コンクリートの使用にあたってアルカリ骨材反応を抑制するため，次の3つの対策の中のいず

　れか1つについて確認をとらなければならない。

　(1) コンクリート中のアルカリ総量の抑制

　    アルカリ量が表示されたポルトランドセメント等を使用し，コンクリート1m3に含まれるアルカリ総

　　　量をNa2O（エヌエーツーオー）換算で3.0kg以下にする。

  (2) 抑制効果のある混合セメント等の使用

　    JIS R 5211高炉セメントに適合する高炉セメント［B種またはC種］あるいはJIS R 5213フライアッシ

　　　ュセメントに適合するフライアッシュセメント［B種またはC種］もしくは混和材をポルトランドセメ

　　　ントに混入した結合材でアルカリ骨材反応抑制効果の確認されたものを使用する。



宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

項　　目 特　　記　　事　　項 章章 特　　記　　事　　項 章 項　　目 特　　記　　事　　項項　　目

鳴門市企業局　ボートレース事業課

4.　打継ぎの位置
ひび割れ誘発目地

打継ぎ目地

4.　レディミクストコンク
リート工場の指定

5.　型枠

仕上げ種別 材質 厚さ

－

A　種

B  種

C　種

普通型枠

適用箇所塗装の有無

なし

あり

なし

なし

なし

型枠の種別

県産木製型枠

標仕6.8.2 (2)(ア)

標仕6.8.2 (2)(イ)

標仕6.8.2 (2)(イ)

標仕6.8.2 (2)(イ)

12 巾木合板

巾木12合板

  より2mm程度，引込める。

◎打ち放し仕上げのコーンは原則，Pコンとする。また脱型後の穴埋めは，樹脂モルタルにより打ち放し面

◎打ち放し仕上げの打ち増し厚さは（　20　）mmとし，打ち増しの範囲は図示による。

◎型枠は，（ 県産木製型枠 ・ 合板 ・ 金属製 ・ 樹脂系 ・ 打込み型枠 ・ ブロック ）とする。

◎工事開始に先立ち，工場を選定し，監督職員の承諾を受ける。

◎ひび割れ誘発目地の位置（・図示による　・　＠2500　　）

◎コンクリートの打継ぎ目地の寸法は，標仕9.7.3〔目地寸法〕（1）（ア）による。

◎混和材料を使用する場合の種類は標仕6.3.1（4）によることとし，監督員の承諾を受けること。

　　　リート）の付属書8「骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）」による。　

　　　ミクストコンクリート）の付属書7「骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法）」，JIS A 1146

　　　骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）またはJIS A 5308（レディミクストコンク

　 　 試験方法は，JIS A 1145骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法）またはJIS A 5308（レディ

  (3) 安全と認められる骨材の使用

　    骨材のアルカリシリカ反応性試験（化学法またはモルタルバー法）の結果で無害と確認された骨材を

　　　使用する。

三
　
章
　
　
鉄
　
骨
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1.　一般事項 ◎製作工場は，国土交通大臣の認定による（　Ｒ　）グレ－ド工場とし，その証明となる資料を監督職

  員に提出する。

◎鉄骨製作工場には施工管理技術者を（ 置く ・ 置かなくともよい ）

◎工事現場には，鉄骨製作工場名等を記載した板（30～35×45cm）（H.4.9.30 住指発第347号）を掲示す

  ること。

2.　材料 ◎鋼材は次による。

種類の記号 適　用　箇　所規格番号・規格名称等
SS400

◎高力ボルトは，（ JIS形高力ボルト ・ トルシア形高力ボルト2種 ・ 溶融亜鉛めっき高力ボルト ）と

　する。径は，（M16）とし，使用箇所は図示による。

セットの種類

2種(F10T)JIS形高力ボルト

トルシア形高力ボルト

規格名称等規格番号等

建築基準法に基づき指定又は認定

JIS B 1186

建築基準法に基づき指定又は認定

JSSⅡ09

1種（F8T）溶融亜鉛めっき高力ボルト

（ JIS付属品（JIS B 1180及びJIS B 1181）　・　JIS本体規格品（ISO規格） ）とする。

◎普通ボルト及びナットの材料等は，

  径は，（M12）とし，使用箇所は図示による。

◎溶接材料は，母材の種類，寸法及び溶接条件に相応したもので，製作工場の通常使用のものとする。

4.　工作一般

3.　材料試験 ◎JIS規格品は，材料試験は行わない。

  ただし，規格証明書を提出し，監督員の承諾を得ること。

◎トルシア形高力ボルトは，製品に対する製造管理方法及び品質管理試験の結果を，監督員に提出し承諾

  を受けること。

◎板厚方向の引張試験を（ 行う ・ 行わない ）。

◎高力ボルト，普通ボルト及びアンカーボルトの縁端距離，ボルト間隔，ゲージ等は図示による。

◎床書き現寸図は作成（ する ・ しない ）。

　検査・補強マニュアル」による。

　H12建告第1464号第二号イ（1）（2）のただし書きによる補強は，「突き合わせ継手の食い違いのずれの

◎鉄骨の製作精度は，標仕7.3.3及びH12建告第1464号第二号イによる。

◎仮設のため鉄骨に補助材等取付け及び貫通孔等を設ける場合は，工場溶接を原則とし，現場溶接となる

  場合は監督員の承諾を得ること。

5.　高力ボルト接合

　ただし，溶融亜鉛めっき工法の場合は，「13.溶融亜鉛めっき工法」によるものとする。

◎すべり係数試験は（ 行う ・ 行わない ）。

◎ショットブラスト又はグリットブラストにより摩擦面の表面粗度を50μmRz以上確保する場合の表面粗度

　(1) 表面粗度測定機による測定

　の確認方法は次のいずれかによる。

　(2) ブラスト機器の性能表による確認

  (3) スプライスプレート販売元からの表面粗度検査結果証明書による確認

　上記の方法により確認できない場合は，すべり係数試験（サンプル試験）を行い，すべり係数値0.45

  以上を確認すること。

◎確認試験の数量は，呼び径ごとに代表ロットを選び，その中から任意に取り出した5セットとする。

◎トルシア形高力ボルトは，軸力の確認試験を（ 行う ・ 行わない ）。

◎締付け施工法の確認は，JASS6 6.3〔締付け施工法の確認〕に準じる。

◎原則として本接合ボルトを仮ボルトとして使用しないこと。

◎仮ボルトの本数は標仕7.10.5（2）～（4）とし，本接合完了までの応力に対して検討を行うこと。

6.　普通ボルト接合 ◎普通ボルトの戻止めは（ 二重ナット ・ ナットの溶接 ・ ゆるみ防止用特殊ナット ）による。

  ただし，母屋・胴縁類の取付用ボルトは，全ねじボルトとする。戻り止めは省略できない。

◎普通ボルトの座金は（・JIS B 1256　・　　　　）による。

7.　溶接接合 ◎溶接作業は，工場作業を原則とする。

　ただし，やむを得ない場合は監督員の承諾を得ること。

◎溶接技能者に対して，技量付加試験を（ 行う ・ 行わない ）。

◎開先の形状は構造図による。

◎溶接部の余盛り高さは，JASS6 付則6〔鉄骨精度検査基準〕付表3〔溶接〕による。

◎スカラップの形状は，図示による。

◎鋼製エンドタブの切断は（ 行う ・ 行わない ）。行う場合は図示による。

◎エンドタブ，裏当て金等は，梁フランジ等の端から，1～5mm残して，部材断面を欠損しないよう直線上

  に切断する。なお，切断線が交差する場合は，交差部をアール状に加工する。

◎低応力高サイクル疲労を受ける部位は，図示による。

◎完全溶込み溶接部は超音波探傷試験を（ 行う ・ 行わない ）。

　試験を行う場合の平均出検品質限界（AOQL）は（ 2.5% ・ 4% ）とする。

試験箇所 備　　考

超音波探傷試験

試験の種類 試 験 数 

9.　錆止め塗装

　※A種及びB種は製作工場で行うものとする。

◎素地ごしらえは，標仕表18.2.3（ A ・ B ・ C ）種とする。

◎塗料種別   鉄面           標仕表18.3.1の（ A ・ B ・ C ・ D ）種

             亜鉛めっき面   標仕表18.3.2の（ A ・ B ・ C ）種

◎塗料塗り種別   鉄面       標仕表18.3.3の（ A ・ B ）種

                                       　        （工場1回，現場1回）

             亜鉛めっき面   標仕表18.3.5の（ A ・ B ）種

                                                 （現場1回）

　行う場合の塗料の種別は（ A ・ B ）種とする。

◎耐火被覆材の接着する面の塗装の範囲は図示による。塗料の種別は（ A ・ B ）種とする。

◎耐火被覆材の接着する面以外の塗装の範囲は図示による。塗装の範囲は，標仕7.8.2（1）（ア）～（オ）

  以外とする。

11. 工事現場施工 ◎鉄骨建方の精度は，（社）日本建築学会「建築工事標準仕様書－6.鉄骨工事付則－6.鉄骨精度検査基準」

  による。

　ただし以下のものは図面による。

  ・特に精度を必要とする構造物あるいは構造物の部分。

　・軽微な構造物あるいは構造物の部分。

13. 溶融亜鉛めっき工法 ◎摩擦面の処理は，（　ブラスト処理　・　リン酸塩処理　）とする。

◎ブラスト処理とする場合は，5.高力ボルト接合と同様の方法で表面粗度50μmRz以上の確認を行う。

◎リン酸塩処理とする場合は，すべり耐力等を確認するものとし，確認方法は（すべり試験）とする。

　すべり試験の要領は，溶融亜鉛めっき高力ボルト技術協会の「めっき高力ボルト接合設計施工指針」に

  よる。
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特-04

ボートレース鳴門

庇取付下地

10. シーリング ◎シーリング材は，JIS A 5758の規格品とする。

◎プライマーは，被着体及びシーリングの種類により使い分けること。

◎監督員に，シーリング材の有効期限が切れていないことの確認を受けること。

◎シーリング面への仕上塗材仕上げ等を（ 行う ・ 行わない ）。

1成分シリコーン系

2成分シリコーン系

寸　法

ポリサルファイド系

記　号

SR-1

SR-2

PS-2

材  質 改修工法施工箇所既　存 接着試験

ポリウレタン系PU-2

20*10

15*10 簡易MS-2 変成シリコーン

◎種類及び施工箇所

  ことができる。

　ただし，同じ材料の組合せで実施した試験成績書がある場合は，監督員の承諾を受けて，試験を省略する

◎外部に面するシーリング材は，施工に先立ち（ 簡易接着性試験 ・ 引張接着性試験 ）を行う。

防水保証14. 

漏水試験13. 

　（ 3 ・ 5 ・ 7 ・ 10 ）年間の防水工事性能保証書を提出すること。

◎防水工事完了後は，メーカー，元請業者，下請業者の3者連名による 

◎屋内については，漏水試験を行う。

庇廻り

五
　
章
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工
　
事

1.  一般事項 ◎製品の取付に当たっては，受材の有無並びにアンカーの長さ，径及び本数等について，十分耐力のある工

  法を選択し，監督員の承諾を得ること。

◎あと施工アンカーの引抜き耐力の確認試験を（ 行う ・ 行わない ）。

　確認強度は，（　　　　　）kNとする。

2.　表面処理 ◎アルミニウム及びアルミニウム合金（成形板，笠木，建具以外）

被膜又は複合被膜の　 表面処理の
表面処理の種別 施　工　箇　所

種類･着色方法･色合等 試 験 方 法

◎亜鉛めっき（手すり，タラップ以外）

種別 表面処理方法 記号又は等級 施工箇所

◎亜鉛めっきの試験は（ 行う ・ 行わない ）。

  試験方法（　　　　　　　　　　　　　　　）

3.  溶接, ろう付け等 ◎溶接及びろう付けによる接合後は，各表面仕上げの種類の皮膜処理を行うこと。ただし，亜鉛めっき面に

  ついては，標仕14.2.2による。

◎鉄の溶接は，7章「鉄骨工事」に準ずる。

4.  軽量鉄骨天井下地 ◎野縁などの種類：屋内19形，屋外25形とし，標仕 表14.4.1による。

◎耐震性を考慮した補強及び屋外の軒天，ピロティー天井等における耐風圧性を考慮した補強は，図示に

  よる。

◎建築基準法に基づき定められた区分等

　基準風速　　    Vo=（　　　　　　）m/s

　地表面粗度区分　（ I ・ II ・ III ・IV ）

　積雪区分　　    建設省告示第1455号 別表（　　）

◎屋外の野縁受け，つりボルト及びインサート，野縁の間隔は図示による。

◎ダクト等によって，つりボルトの間隔が900mmを超える場合の，補強方法は図示による。

◎天井のふところが3m以上の箇所の補強方法は図示による。

◎天井下地材における耐震性を考慮した補強方法は図示による。

◎屋外の軒，ピロティ等の天井における耐風圧性を考慮した補強は図示による。

5.  アルミ庇 ・ D=1500

　地表面粗度区分　（ I ・ II ・ III ・IV ）

36

36　基準風速　　    Vo=（　　　　　　）m/s、再現期間 200年 （風速割増1.15）

施工前に下記条件により耐風圧強度計算を行い、安全性を確かめること。

・製造所：アルフィン株式会社 AD-R 同等

管理棟出入口部周辺等整備工事
-/-

特記仕様書（４）

◎高力ボルトを工事現場に搬入後，JIS形高力ボルトは，トルク係数値の確認試験を（ 行う ・ 行わない ）

◎鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブで鉄骨に溶接されたものの内面の塗装を（ 行う ・ 行わない ）



宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

項　　目 特　　記　　事　　項 章章 特　　記　　事　　項 章 項　　目 特　　記　　事　　項項　　目

鳴門市企業局　ボートレース事業課
特-05

ボートレース鳴門

七
　
章
　
　
内
　
装
　
改
　
修
　
工
　
事

2.　撤去並びに下地補修

1.　一般事項

◎各改修工事の仕様は，仕様・仕上げ表による。

　  ・既設床仕上げ材の除去　改標仕6.2.2（1）参照

　①床改修

下地モルタル撤去部
欠損部

備　考　欄

オン系樹脂モルタル及びノロ等の補修
モルタル補修が困難な場合は, カチ
塗厚さ及び下地の風化状況により,

デッキブラシ等で清掃

モルタルで補修し乾燥後

エポキシ樹脂モルタル
ポリマーセメントモルタル

サンダー掛け

凹凸部処理

下地の状況 下地処理方法

合成樹脂床の場合

床組

床タイル

フローリング張床

改標仕6.2.2(1)(オ)

改標仕6.2.2(1)(エ)

改標仕6.2.2(1)(ウ)

改標仕6.2.2(1)(イ)
目荒らし工法

機械的除去工法
合成樹脂塗床

部分的な不良箇所に対す

また, 木床組の場合, 撤
去範囲を記入

る指示を記入.

全面・一部(図示)改標仕6.2.2(1)(ア)による

ゴム系床タイル

ビニール床タイル
ビニール床シート

備　　考撤去範囲撤去工法種　　類

同　上

同　上

同　上

同　上

　　・コンクリート又はモルタル面の下地処理　改標仕6.2.2（2）参照

◎改修後の床の清掃範囲は図示する。

　②壁改修

　　　モルタル塗り　※施工場所は図示による。

　　　　塗り厚25mm超の場合の補修を（行う・行わない）

　　・間仕切壁撤去に伴う構造体の補修

　　・コンクリート間仕切り壁　改標仕6.3.2（1）参照

アグレッシブウォータージェット使用

ハンドブレーカー使用

ダイヤモンドカッター使用

油圧クラッシャ使用

既存床・建具・天井取合の補修範囲及び内容機械等の区分

  監督員に報告し，指示を受けること。

◎各部の撤去により，下地及び構造躯体にひび割れ及び欠陥部が発見された場合は，速やかに監督員に

  報告し指示を受けること。

◎工事に先立ち，改修部分の隠蔽部の調査を行い，設計図書と照合し，支障があった場合は，速やかに

撤　去　区　分
壁下地を含む全面

ボード面まで

ボード面を残し仕上げのみ

既存床・建具・天井取合の補修範囲及び内容

撤　去　区　分 既存壁取合の補修範囲及び内容

ボード面まで

ボード面を残し仕上げのみ

    ・既存天井面に直接新たな仕上げ材を張付ける。        

    ・既存天井塗装仕上げ面を塗替を行う。        

　③天井改修　改標仕6.4.2参照

    ・木製及び軽量鉄骨間仕切り壁　改標仕6.3.2（2），（3）及び（4）参照   

天井下地を含む一部 天井内への庇下地鉄骨設置に支障のある範囲

取り合い壁は既存のままとする

16. せっこうボードその他
　　ボード及び合板張り 施工箇所材種・規格品

壁せっこうボード

JIS A 6901の規格品

化粧せっこうボード

トラバーチン模様

JIS A 6901の規格品

天井

天井

厚さ
(mm)

不燃材等

の区分　

小ねじ・釘
・接着剤の

種類

9.5

不燃

準不燃 LGS

工法

下地・仕上

下地 不燃9.5

12.5

LGS

LGS・ﾎﾞｰﾄﾞ

備　考
種類　
下地の

突付

ロックウール

化粧吸音板

JIS A 6301の規格品

けい酸カルシウム板

JIS A 5430の規格品 天井

壁

天井 突付 9.0 ﾎﾞｰﾄﾞ不燃

目透シ 6.0 不燃 LGS

普通合板

農林省告示第233号

突付床 12.0

　パーティクルボード及びMDFを使用できない場合には，監督員と協議するものとし，監督員の承諾を得る

　ただし，正当な理由により確保が困難である場合等，ホルムアルデヒドの放散量が，F☆☆☆☆の合板，

  ものとする。

◎合板，パーティクルボード及びMDFのホルムアルデヒド放散量は，F☆☆☆☆とする。

二
十
　
章
　
　
ユ
ニ
ッ
ト
そ
の
他
　
工
　
事

2. 目隠しフェンス

特記仕様書（５）

-/-

4. 洗濯場屋根

5.  アコーディオン門扉

管理棟出入口部周辺等整備工事

1. 電動門扉新設 ◎製造所：四国化成建材（株） スタックラインSR1型 電動式（片引き）同等

3. 格子フェンス ◎製造所：四国化成建材（株） TAF型 同等

◎製造所：四国化成建材（株） TRF1型 同等

◎製造所：四国化成建材（株） サイクルポートVF-R 同等

◎製造所： 四国化成建材（株） ALXF16L-S815S フラットレールタイプ（片開き） 同等

   ものではなく、他メーカーでも同等品以上と認められる場合は選択してよいものとする。

※ 上記について、既存施設設備に合わせて参考メーカー・品番等を記載しているが、同品番等を指定する

   ただし既存施設設備のデザインと調和が取れているものとし、事前に監督員の承諾を得ること。
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ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

鳴門市企業局　ボートレース事業課
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全体配置図・付近見取図
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計画地：徳島県鳴門市撫養町大桑島字濘岩浜48-1

ボートレース鳴門

今回工事範囲

管理棟出入口部周辺等整備工事
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宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

スペース
受水槽

E階段

下部台車置場

玄関

F階段

±0

-67

-167

-81

2 3 41

通路1

ごみ置き場
既存

水際観覧席（軒下）

G

F

E

C1

C

B

A

3連旗ポール

スタンド棟

スペース
受水槽

E階段

下部台車置場

玄関

F階段

±0

-67

-167

-81

2 3 41

通路1

水際観覧席（軒下）

G

F

E

C1

C

B

A

3連旗ポール

スタンド棟

改修後配置図  1/250

既存のまま

3
,
7
0
0

別図による

改修前配置図  1/250

1/250

4500*2300*H2400

7,300

既存ごみ置場 移動

4500*2300*H2400

5
,
5
0
0

通路庇新設

SK 洗

洗濯場屋根新設

1,700

±0 は本館棟1FLよりの高さを示す。

鳴門市企業局　ボートレース事業課

別図による

目隠しフェンスH=1800新設

Ａ-02

管理棟周辺 改修前・後  配置図

管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門

5,500

3
,
8
0
0

目隠しフェンスH=1800新設

別図による

片開き門扉DW1500
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宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代1/100

撤去範囲を示す。

※ 特記無きは既存のままとする。

凡例

※ 特記無きは既存のままとする。

凡例

新設範囲を示す。

改修内容を示す。改修内容を示す。

カッター切りを示す。

改修前  平面図   1/100 改修後  平面図   1/100

±0 本館棟1FLよりの高さを示す。 ±0 本館棟1FLよりの高さを示す。
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鳴門市企業局　ボートレース事業課
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格子フェンス新設

-15

Ａ-03

管理棟周辺 改修前・後  平面図

管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門
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ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代1/50

3
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0
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立面図  1/50

2G24：SH-500*00*9*12

既存軒樋
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▽ 1FL（TP+2.75）

△設計GL（TP+2.65）

▽平均GL（TP+3.11）
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4断面図  1/50

塩ビ被覆鋼板加工

樋-庇すきま塞ぎ
1,100

既存開口補強

30° オーバーフロー

M12
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アルミ押出型材37φ

サポートポール
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鳴門市企業局　ボートレース事業課

1,700

1
0
0

6
0
0

通路１2
,
8
4
5

1,700

5,750

塩ビ被覆鋼板加工

樋-庇すきま塞ぎ

サポートポール@1400以内

樋：既存竪樋に接続

アルミ庇：株式会社アルフィン ADR同等

新設庇廻り詳細図（１）

Ａ-04
管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門
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ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代

鳴門市企業局　ボートレース事業課

仕上げ記号

１ GB-D9.5

天井仕上げ

仕上げ記号

壁仕上げ

１ GB-R12.5+12.5 EP塗り

仕上表

特記

・表記範囲は撤去・新設とする。
（壁・天井とも、LGS下地共）

・表記範囲以外は既存のままとする。
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新設庇廻り詳細図（２）

Ａ-05
管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門

※ 既存柱面鋼材取付部、既存耐火被覆撤去の上、復旧（半乾式吹付けロックウール補修材 t=45 2時間耐火）

幅木：塩ビ



アルミ押出形材

陽極酸化・塗装複合皮膜

アルミ押出形材

陽極酸化・塗装複合皮膜

アルミ押出形材

陽極酸化・塗装複合皮膜

アルミ押出形材

陽極酸化・塗装複合皮膜

アルミ押出形材

陽極酸化・塗装複合皮膜

自由支柱　　

縦  桟　　　

ルーバー材

下部ルーバー材

上　胴　縁

5

4

3

2

1

宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番
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消費電力：6W
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アスファルト舗装（A-5-15）復旧範囲を示す



ボルト・ナット・座金　 ステンレス

宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番

１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水  康代1/50
鳴門市企業局　ボートレース事業課
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全閉時

ブロック又は門柱

注）基礎サイズは標準仕様を示します。

現場の状況に応じて設計してください。
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管理棟出入口部周辺等整備工事
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ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
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鳴門市企業局　ボートレース事業課

Ａ-08

ウズホール周辺 現況配置図

管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門

今回工事範囲



宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo

図　番
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鳴門市企業局　ボートレース事業課
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管理棟出入口部周辺等整備工事
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鳴門市企業局　ボートレース事業課
宮　建　築　設　計工　事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名　称

徳島市福島一丁目５番６号　TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図　名

縮　尺 年　月 Ｎo
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１級建築士事務所　徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７
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仕　様（材　質･塗　装）主　要　部　材

柱上桟

フラットレール

5

後格子(家側)4

前面ﾊﾟﾈﾙ(道路側)3

2

吊元柱･戸当り柱
1

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

SUSﾌﾗｯﾄﾚｰﾙ:ｽﾃﾝﾚｽ(SUS)

(道路側)

吊元柱･戸当り柱
(家側)

格子上桟6

下桟7

パンタ8

ねじ類

柱･格子キャップ

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

アルミ押出形材
陽極酸化･塗装複合皮膜

合成樹脂(ASA)
ポリウレタン樹脂塗装

ステンレス（SUS）
電気亜鉛メッキ品(内装部)

SSﾌﾗｯﾄﾚｰﾙ:高耐食溶融亜鉛ﾒｯｷ鋼板(ZAM)

※ 四国化成建材(株) ALXF16L-S815S フラットレールタイプ(片開き）同等

主要部材断面 (S=1/8)

1  吊元柱･戸当り柱

(道路側)
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Ａ-10
管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門



工 事 概 要

工 事 名 称 工 事 場 所

階 層

延 床 面 積

工 事 種 目 １、幹線・動力設備

３、コンセント設備

1. 本工事は契約書，特記仕様書，並びに国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」（最新版）、「公共建築設備工事標準図」（最新版）並びに、建築基準法・消防法等の関係

法令諸規定に準拠するほか、監督員の指示に従い完全に施工する。

2. 本工事に必要な諸官庁への申請手続きは請負者が遅滞なく行い、経費は本工事に含むものとする。

給水の引き込み及び排水の放流先等に関しては、図示によるほか関係機関と十分協議し、その指示に従うものとする。

工事に係る負担金は全て本工事に含むものとする。

3. 設計図書に疑義を生じた場合及び機能・外観・法規上・当然施工すべき事項については監督員と協議し、その指示に従い施工する。

なお、軽微な工事内容の変更については、請負金額内で処理するものとする。

4. 本工事施工前に施工図を監督員に提出し、承諾後施工する。

なお、機器製作にあたっては、納入仕様書を監督員に提出し、機能・構造・形・色等の承諾後製作する。

共 通 仕 様

設 備 概 要

5. 本工事に必要な工事用電力、水及び諸手続などの費用は、すべて請負者の負担とする。

特記仕様書

２、凡 例 シ ン ボ ル 名 称 備 考 シ ン ボ ル 名 称 備 考

構 造

３、機材等指定

建 物 用 途

機 材 名 製 造 者 名

配線器具 JISマーク等規格品

電線・ケーブル JIS, JCSマーク等規格品 ※耐火・耐熱ケーブルは消防庁告示による表示品とする

電線管類, 同附属品 JISマーク等規格品

引下げ、素通し、立上り

白熱灯

避難口誘導灯 通路誘導灯

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1

接地極

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ

天井隠ぺいｼﾞｮｲﾝﾄﾎﾞｯｸｽ

壁取付ｼﾞｮｲﾝﾄﾎﾞｯｸｽ

VVF用ｼﾞｮｲﾝﾄﾎﾞｯｸｽ

蛍光灯 壁付

蛍光灯 角形天井付

白熱灯・HID灯 天井付

白熱灯・HID灯 壁付

白熱灯・HID灯 天井付

分電盤・制御盤

キュービクル式配電盤

愛電商事(株), 一光電機(株), 宇賀神電機(株),内山電機工業(株),エースライオン(株),荏原電機工業(株),遠藤電機(株),大崎電気システムズ(株)

オムロン(株),(株)勝亦電機製作所,(株)かわでん,河村電器産業(株),香東電機(株),(株)国分電機,山英電機(株),(株)白川電機製作所

(株)新愛知電機製作所,(株)正興電機製作所,摂陽明正(株),(株)第一エレクトロニクス,(株)大日製作所,泰和電気工業(株),(株)高岳製作所

電

気

設

備

工事項目 設 備 概 要

受電設備
・ 3φ 3Ｗ 6.6 Ｖ 60Ｈｚ

設備容量： ｋＶＡ ・ 屋内形 ・ 屋外形（重耐塩害仕様）

発電設備

・ 3φ 3Ｗ 220Ｖ 60Ｈｚ

容 量： ｋＶＡ ・ 屋内形 ・ 屋外形

・ ディ－ゼル機関 ・ ガスタ－ビン （ ・ キュ－ビクル形 ・ 開放形 ・ ）

電力貯蔵設備
・ 直流電源装置 （ ・ 鉛 ・ アルカリ ）

・ 交流無停電電源装置 （ ）

ＫＶＡ

・ 鉛 ・ アルカリ ＫＶＡ

幹線設備 ・ 動力 ・ 電灯（ 3φ 3Ｗ 200Ｖ ） （ 1φ 3Ｗ 200/100Ｖ ）

通信・情報設備

・ 電話・情報設備 （ ・ 配管 ・ ケーブル ・ ネットワーク機器 ）

・ 構内交換設備 （ ・ デジタルＰＢＸ ・ ＶｏＩＰ ）

・ 情報表示設備 （ ・ マルチサイン装置 ・ 出退表示装置 ・ 時刻表示装置 ・ 映像音響設備 ）

・ 放送設備 （ ・ 業務用 ・ 非常用 ・ 業務用非常用兼用 回線、 Ｗ ）

・ 誘導支援設備
・ 音声誘導装置 ・ インターホン

・ トイレ等呼出装置 ・ 受付呼出装置

（ ・ 保守用 ・ 外部受付用 ）

・ テレビ共聴設備 （ ・ ＵＨＦ ・ ＢＳ ・ ＣＳ ・ 110°ＣＳ・ 124°128°ＣＳ ・ ＣＡＴＶ ）

・ テレビ電波障害防除設備

・ ＩＴＶ設備 （ ・ アナログ伝送 ・ ネットワーク伝送 ）

・ 機械警備設備

・ 防犯、入退室監理設備 （ ・ 防犯装置 ・ 入退室監理装置 ）

・ Ｐ型１級 回線

自動火災報知設備

（ ・ 単独 ・ 複合 ）

・ 自動閉鎖装置 （ 回線 ）

・ ガス漏れ

雷保護設備
・ JIS A4201-1992 ・ JIS A4201-2003 （ ・ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ ）

・ 受雷部 （ ・ 笠木 ・ 突針 ・ 棟上導体 ）

警報監視制御設備 ・ 警報盤 ・ 簡易型監視制御装置 ・ 監視制御装置

5. 盤内, 幹線プルボックス内, ケーブルラック上の要所, マンホール・ハンドホール内, その他の要所には合成樹脂製, ファイバ製等の表示札等を取付け, 回路の

4. カバープレート及びプルボックス蓋にはシール等で要途別表示を行う。なお, 屋外部分の表示はエッチング文字とする。

3. フラッシュプレートの材質は新金属製とする。

1. 最上階の天井配管は, 原則二重天井内のいんぺい施工とし, 屋上スラブへの埋め込みは行わない。(最上階が二重天井の場合に限る。)

2. 長さ1m以上の入線しない電線管には1.2㎜以上のビニル被覆鉄線を挿入する。

種別, 行先等を表示する。

11．PF管は波付一重管, タイプ-25とする。

6. 屋外の金属製防水形プルボックスは焼付塗装とする。

9. 分電盤からの予備配管として, 分電盤の予備回路数(スペースを含む)に応じた配管を天井裏まで立上げる。

12. 屋外及びピット内の支持金物等はステンレス製(SUS304)又は溶融亜鉛メッキ製とする。

14. 次の部分の露出する電線管, 支持金物, 架台等は塗装を行う。

亜鉛めっき金属電線管はエッチングプライマー1種(JIS-K-5633)による化学処理を行った後調合ペイント2回塗りとする。

屋内, 屋外及びピット内の支持金物等のうち, ステンレス製(SUS304)又は溶融亜鉛メッキ製のものは, 原則塗装を行わない。

16. 掘削作業に際して, 事前に当該作業範囲内の埋設物, 特に電力, 通信, ガス及び水道等の埋設経路の調査を行う。

15. 地中管路の埋設深さは 0.6m以上とし, 高圧地中配線以外も埋設標識シートにより埋設標示を行う。

21. 機材の検査に伴う試験のうち, 製造者において試験方法を定めている項目については, 試験要領書を提出する。

22. 通信・情報設備の弱電流電線は絶縁抵抗測定を行う。(標仕 <6>2.28.2)

23. 自家用電気工作物の保安規程に基づき, 電気主任技術者による工事中の点検並びに工事完成時の検査を実施し,成績書を提出する。

なお, 単線接地線の接続にはセルフアップねじ等電線じか接続可能な端子とすることが望ましい。

17. 改修又は増設工事等において既設配線との接続が本工事に含まれる場合は, 工事着手前及び工事完了後に既設配線の絶縁抵抗を測定する。

13. あと施工アンカーボルトの選定については, 次による。

8. 分電盤, 制御盤, 端子盤などの2次側以降の配線で, 配線経路, 電線太さ, 電線本数, 管径などは監督員との協議により図面表示と多少相違させてよい。

7. スリーブ材料は, 原則として水密を要する箇所はつば付き鋼管, 地中部分で水密を要しない箇所は硬質塩ビ管, それ以外は亜鉛めっき鋼板とする。

なお, 屋外において直接外気に触れる場所(盤内, プルボックス内を除く。)及びマンホール・ハンドホール内の表示札等はエッチングプレート等の耐候性を有する

ものとする。

(2) 配管の吊り及び支持材の固定には, その自重に十分耐えうるアンカーを使用する. なお, 耐震支持に使用する躯体取付用のアンカーは金属拡張アンカーおねじ

形又は接着系アンカーとする。

(3) 屋外に使用するものはステンレス製(SUS304)とする。

19. 太さ14mm２以上の電線をターミナルラグにより機器に接続する場合は, 増締確認の表示を行う。

10. EＤ接地極の材料はEBとしD=10, L=1,500とする。接地極の埋設位置には, 屋外灯のポール等で埋設位置が明確な場合を除いて接地極埋設標を設ける。

18. 分電盤等において, 外部から分岐回路の接地線を接続する端子又は銅帯は, 分岐回路の配線用遮断器等又はニュートラルスイッチの負荷側の近くに設ける。

20. ケーブルを集合して束ねる場合は, 許容電流について必要な補正を行い, 配線の太さに影響を与えない範囲で束ねる。

２、電灯設備

（ ・ 一般居室，廊下等 ・ 屋外 ）

(1) 機器類の固定には, 金属拡張アンカーおねじ形又は接着系アンカーを使用し, 施工後確認試験を 。（ ・ 行う ）・ 行わない

24. 明記外プルボックスは、鋼板製とする。

及びＥＥＤｔ Ｄａ

・

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｃ 種

雷保護設備用

Ｄ 種

高圧避雷器

低圧避雷器

ＥＢ（Ｄ＝１０）Ｌ＝１，５００×１組

ＥＢ（Ｄ＝１０）×１

ＥＢ（Ｄ＝１０）×１

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ ２組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ ２組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ ２組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ ２組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ ２組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ １組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×３連－ ２組

ＥＢ（Ｄ＝１４）×２連－ ２組

接地の種類 記 号 接地抵抗値 接 地 極

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１００Ω以下

１０Ω以下

Ｅ ＥＡ Ｄ

ＥＡ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

ｔ

Ｃ

Ａｔ

Ｅ

Ｅ

ＥＬＬ

Ｄ

Ｅ

ＥＢ

Ｅ０

ＥＢはＬ＝１，５００（Ｄ＝１４）、Ｌ＝１，０００（Ｄ＝１０）を標準とする。

１００Ω以下

１５０Ω以下

Ω以下

１００Ω以下

Ｌ

ＬＨ

26. 機器取付高

電
力
共
通

電

名 称 測 点 取付高（ｍｍ）

1,500（上端1,900以下）

1,500（上端1,900以下）

1,800～2,000

1,800～2,200

300

150

1,300

1,500

1,300

地 上～窓中心

床 上～中 心

床 上～中 心

天井下～上 端

台 上～中 心

床 上～下 端

床 上～中 心

取引用計器

引込開閉器

分電盤

スイッチ

コンセント（一般）

〃 （和室）

壁付アウトレット

〃 （和室）

動

力

灯

壁掛形制御盤

手元開閉器

操作スイッチ

端子盤

保安器箱

機器取付高は下記を標準とする。ただし，天井高３ｍ以上の場合及び機器の使用に支障がある場合は監督員と協議する。

1,100

2,000～2,500

2,100～2,300

床 上～中 心

鏡上端～中 心

ブラケット（一般）

身障者便所スイッチ

800～1,300床 上～中 心

構

内

交

換

1,500（上端1,900以下）壁掛形親時計

子時計
電
気
時
計

拡
声 1,300壁付アッテネータ

床 上～中 心

天井高×0.9

床 上～中 心壁掛形スピーカ

注）誘導支援設備の押ボタン（多機能トイレ）の取付高さ（４００）は床に転倒した時を考慮した高さ

〃 （台上） 150

〃 （土間）

〃 （車椅子用） 900

〃 （踊場）

〃 （鏡上） 150

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

300

200

300

150

〃

〃

天井高×0.9

テ
レ
ビ
共
同
受
信

火

災

報

知

表

示

名 称 測 点 取付高（ｍｍ）

200

1,300

1,300

300

1,300

300

150

床 上～中 心

床 上～中 心

表示盤

壁付発信器

受付押ボタン（一般）

電源箱

壁付インターホン（一般）

機器収容箱

発信機

機器収容箱

直列ユニット

〃 （和室）

受信機・副受信機

300壁付位置ボックス

1,400

200表示灯

床 上～上 端〃 （ＬＰガス）

標準図による。

1,100～1,400

〃 （和室）

押ボタン（多機能トイレ） 900（400）

〃

床 上～中 心

天井下～上 端

〃

〃

〃

床 上～下 端

〃

1,500

800～1,500

2,300ベル，ブザー，チャイム

〃

〃

〃

天井高×0.9

誘

導

支

援

床 上～中 心

〃 （外部受付）

〃 （モニター付）

〃 （カメラ付）

〃

〃

〃

150

ベル 200天井下～上 端

〃

〃

800～1,500

ガ

ス

検

知

検知器（都市ガス）

天井下～中 心ガス漏れ中継器

天井下～下 端

300

300

300

25. 接地極の材料は次による。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

交流無停電電源装置 サンケン電気(株), (株)三社電機製作所, 山洋電気(株), (株)ＧＳユアサ, 新神戸電機(株), (株)東芝, (株)日立製作所

古河電池(株), (株)明電舎, 富士電機システムズ(株), 三菱電機(株)

自家発電機 川崎重工業(株), デンヨー(株),(株)日立製作所, 富士電機(株), 三菱重工業(株), (株)明電舎, ヤンマーエネルギーシステム(株)

避雷針 エースライオン(株), 大阪避雷針工業(株), 東京避雷針工業(株), ＮＩＰエンジニアリング(株), (株)村田電機製作所

マンホール・ハンドホール蓋 伊藤鉄工(株), カネソウ(株), 第一機材(株), (株)中部コーポレーション, (株)ニムラ, (株)長谷川鋳工所, 福西鋳物(株)

照明器具

換気扇 東芝キヤリア(株),(株)日立産機システム, パナソニックエコシステムズ(株), 三菱電機(株)

電気時計装置 シチズンＴＩＣ(株),セイコ－タイムシステム(株),パナソニック(株)

拡声装置 ティーオーエー(株),東芝ライテック(株),(株)ＪＶＣケンウッド, パナソニックシステムソリューションズジャパン(株)

ヤマハサウンドシステム(株)

テレビ共聴機器 ＤＸアンテナ(株),東芝テクノネットワーク(株),日本アンテナ(株),パナソニック(株),マスプロ電工(株),八木アンテナ(株)

呼出し装置・インターホン・ナースコール アイホン(株),(株)ケアコム,ティーオーエー(株),東芝ライテック(株),(株)日立製作所,パナソニック(株)

火災報知器 沖電気防災(株),ニッタン(株),能見防災(株),パナソニック(株),ホーチキ(株)

監視カメラ装置 ティーオーエー(株),(株)ＪＶＣケンウッド,パナソニック(株),(株)日立国際電気,三菱電機(株)

中央監視制御装置 アズビル(株),ジョンソンコントロールズ(株),(株)東芝,パナソニック(株),(株)日立製作所, 富士通(株),三菱電機(株)

京セラ(株),シャープ(株),ソーラーフロンティア(株),ダイキン工業(株),長州産業(株),富士電機(株),パナソニック(株)

(株)ホンダソルテック,三菱電機(株)

ネグロス電工(株),パナソニック(株),未来工業(株)

太 陽 光

発電システム

電話交換装置 岩崎通信機(株),ＮＥＣインフロンティア(株), 沖電気工業(株), パナソニック(株),(株)日立製作所, 富士通(株)

入退室管理装置・電気錠 (株)アート,三菱電機(株),パナソニック(株),美和ロック(株),(株)ゴール

１、特記事項

防火区貫通部

引下げ、素通し、立上り

種別及び材料は傍記

Ｊ

Ｊ

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ標準ｻｲｽﾞ表による

特記なき場合ｶﾊﾞｰ付

特記なき場合丸ﾌﾞﾗﾝｸﾌﾟﾚｰﾄ付

天井隠ぺい、埋込配線

床埋込隠ぺい配線

露出配線

地中埋込配線

受電点、引込口

蛍光灯 天井付

発電機回路

非常用照明器具

蛍光灯 天井付

蛍光灯 天井付

白熱灯・HID灯 壁付

発電機回路

発電機回路

非常用照明器具

必要に応じ矢印を傍記する。

特記なきは15A 連用大角形

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 両切 2P15A×1 〃２Ｐ

３

４

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 3路 3W15A×1 〃

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 4路 4W15A×1 〃

Ｈ

３Ｈ

Ｌ

３Ｌ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1 位置表示灯付

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 3路 3W15A×1 位置表示灯付

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1 確認表示灯付

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 3路 3W15A×1 確認表示灯付

確認表示灯付ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 片切 1P15A＋PL

ＷＰ

ＥＸ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1 防雨形

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 両切 2P15A×1 防爆形

調光器 容量は傍記による。

遅延ｽｲｯﾁ 1P10A×1 遅延時間固定形30秒Ｄ

遅延ｽｲｯﾁ 1P10A×1
照明･換気用遅延時間可変形

ＤＦ
(0～5分)

ﾀｲﾏｽｲｯﾁ 1P10A×1Ｔ

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 3路 3W15A×1

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 4路 4W15A×1

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1 位置表示灯付

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 3路 3W15A×1 位置表示灯付

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1 確認表示灯付

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 3路 3W15A×1 確認表示灯付

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 調光器 容量は傍記による。

遅延ｽｲｯﾁ 1P10A×1 遅延時間固定形30秒

遅延ｽｲｯﾁ 1P10A×1

照明･換気用遅延時間可変形

(0～5分)

ﾀｲﾏｽｲｯﾁ 1P10A×1

設定時間0～60分以上 連続ON付

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ 片切 1P15A×1

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ

ﾜｲﾄﾞ形ｽｲｯﾁ

３

４

Ｈ

３Ｈ

Ｌ

３Ｌ

Ｄ

ＤＦ

Ｔ

自動点滅器 容量は、傍記による。Ａ

ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ

ｾﾚｸﾀｽｲｯﾁ 回路数は、傍記による。

Ｒ

ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ(多重伝送用)

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

ＭＲ

ＲＧ

ＲＰ

ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ(ｸﾞﾙｰﾌﾟ制御用)

ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ(ﾊﾟﾀｰﾝ制御用)

ﾜｲﾄﾞ形ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ(多重伝送用)

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

ﾜｲﾄﾞ形ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ(ｸﾞﾙｰﾌﾟ制御用)

ﾜｲﾄﾞ形ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ(ﾊﾟﾀｰﾝ制御用)

ＭＲ

ＲＧ

ＲＰ

ﾘﾚｰ数とﾀｰﾐﾅﾙﾕﾆｯﾄ付

ﾘﾓｺﾝﾘﾚｰ

ﾘﾚｰ数は、傍記による。ﾘﾓｺﾝﾘﾚｰ集合体

熱線式自動ｽｲｯﾁ 1P2A×1

Ｔ／Ｕ
多重伝送式ﾘﾚｰ集合体 その回路数は、傍記による。

ｾﾝｻ内蔵、OFF･自動･連続の

切替ｽｲｯﾁ付
ＲＡＳ

熱線式自動ｽｲｯﾁ 1P2A×1

同上ﾀｲﾌﾟ、ｾﾝｻ別置形
ＲＡ

熱線ｾﾝｻｰ付自動ｽｲｯﾁ 親器Ａ

同上用子器Ｂ
Ｓ

同上用子器Ｃ
Ｓ

熱線ｾﾝｻｰ付自動ｽｲｯﾁ 親器Ｄ

２

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1

3個以上は、傍記による。壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×2

２０Ａ

20A以上は、傍記による。
壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P20A×1

ﾌﾟﾗｸﾞ付とする。

3極以上は、傍記による。
壁付ｺﾝｾﾝﾄ 3P15A×1３Ｐ

ﾌﾟﾗｸﾞ付とする。

2個以上は、傍記による。ＬＫ 壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1(抜止形)

ﾌﾟﾗｸﾞ付とする。壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1(引掛形)Ｔ

1極は、接地極とする。ﾌｧﾝｺｲﾙ用壁付ｺﾝｾﾝﾄ
ＦＣ

2P15A×1(引掛形)

接地極付壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1、E付Ｅ

接地端子付壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1、ET付ＥＴ

接地極付壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×2、E付２Ｅ

接地端子付壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×2、ET付２ＥＴ

形式は、傍記による。壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1(防水形)

ﾌﾟﾗｸﾞ付とする。壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1(防爆形)

床ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1

2個以上は、傍記による。天井ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1(抜止形)

ＷＰ

ＥＸ

ＬＫ

床ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×2２

非常ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1 消防法によるもの。

Ｈ

接地端子(連用形)

接地端子(医用)

壁付複合ｱｳﾄﾚｯﾄ 2P15A×2

電話用通信ｺﾈｸﾀ×1

壁付複合ｱｳﾄﾚｯﾄ 2P15A×2

(1端子形直列ﾕﾆｯﾄ､F形接栓)×1

ｺﾝｾﾝﾄの2個以外及び

用途は傍記による。

種類は傍記による。

通信ｺﾈｸﾀの1個以外及び

ｺﾝｾﾝﾄの2個以外及び

用途は傍記による。

傍記Rは、終端抵抗器付を示す。

F形接栓はﾌﾟﾗｸﾞ付とする。

中立電機(株),電光工業(株),(株)東芝,東洋計器(株),内外電機(株),(株)日満,日新電機(株),日東工業(株),日本電機(株)

パナソニック(株)エコソリューションズ社,光商工(株),(株)日立製作所,広沢電機工業(株),富士電機(株),古川電気工業(株),(株)別川製作所

三菱電機(株),(株)ムサシインテック明工産業(株),(株)明電舎,森井電業(株),横河電機(株)

愛電商事(株), エナジーサポート(株),大垣電機(株),大崎電気システムズ(株),音羽電機工業(株),(株)かわでん,(株)三英社製作所

寺崎電気産業(株),テンパール工業(株),東光電気(株),(株)戸上電機製作所,(株)日幸電機製作所,日本高圧電気(株)

パナソニック(株)エコソリューションズ社,富士電機(株),三菱電機(株)

愛知電機(株), 愛電商事(株), いすゞ自動車(株),(株)カワサキマシンシステムズ,(株)クボタ,(株)指月電機製作所,神鋼造機(株)

シンフォニアテクノロジー(株),ダイハツディーゼル(株),(株)ダイヘン,(株)高岳製作所,(株)東芝,東洋電機製造(株),ニチコン(株),日新電機(株)

パナソニック(株)エコソリューションズ社,(株)日立産機システム,(株)日立製作所,富士電機(株),三菱重工業(株),三菱電機(株),(株)明電舎

(株)安川電機,ヤンマーエネルギーシステム(株),ＵＤトラックス(株),利昌工業(株)

配線用遮断器・漏電遮断器

ヒューズ・開閉器類

変圧器・回転機

コンデンサ

岩崎電気(株),ＮＥＣライティング(株),遠藤照明(株),オーデリック(株),コイト電工(株),(株)ＧＳユアサ,星和電機(株),大光電機(株)

東芝ライテック(株),東和ライティング(株),パナソニック(株)エコソリューションズ社,日立アプライアンス(株),(株)松村電器製作所

丸茂電機(株),三菱電機照明(株),森電機(株),ヤマギワ(株),山田照明(株),和光電気(株)

電路支持材

電気設備工事特記仕様書

ｻｰﾓｽﾀｯﾄ

Ｓ

Ｔ

開閉器箱

ﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁ

ﾌﾛｰﾄﾚｽｽｲｯﾁ電極

圧力ｽｲｯﾁ

Ｗｈ 電力量計

分電盤

ＯＡ盤

制御盤

警報盤

二重枠のものは、耐熱形分電盤とする。

ＬＦ

Ｐ

Ｆ

避雷針(突針) 平面図用

ＲＴ

Ｔ

Ｔ
ＢＴ

ＭＤＦ

内線電話機

ﾎﾞﾀﾝ電話機

集合保安器箱

端子盤

本配線盤

情報用ｱｳﾄﾚｯﾄ 通信ｺﾈｸﾀ×1

ルータ
ﾙｰﾀ以外の機器もこれに準じ

内に機器名を記入する。

通信ｺﾈｸﾀ1個以外及び種類は、

傍記による。

配線用遮断器等の種類、定格電流

定格遮断容量、ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ形式は、

傍記による。

対数、形式は、傍記による。

対数、形式は、傍記による。

対数、形式は、傍記による。

床付電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ

壁付電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ 通信ｺﾈｸﾀの種類は、傍記による。

子時計

親時計

ｽﾋﾟｰｶ

ﾎｰﾝ形ｽﾋﾟｰｶ

(30分可変形)

換気扇連動用(30分可変形)

蛍白両用・換気扇連動用

ＡＭＰ

ＲＭ

ｱｯﾃﾈｰﾀ

増幅器

ﾘﾓｺﾝﾏｲｸ

電話形ｲﾝﾀｰﾎﾝ親機

種類は、傍記による。

電話形ｲﾝﾀｰﾎﾝ子機

増幅器

1分岐器

2分岐器

4分岐器

2分配器

4分配器

ｔ

ｔ

動作保持時間

(最小30秒以内、最大3分以上)

設定時間0～60分以上 連続ON付

27. 区画貫通処理：防火区画の貫通について令第１１２条第１５項、１６項及び、令第１２９条の２の５第１項第７号の処置又は大臣認定品を使用する。

区画内のスイッチ・コンセント等は大臣認定品を使用する。

消防法施工令別表第１項目

地上 ７ 階 地下 階

鳴門市撫養町大桑島

・ 鉄骨造 ・ 鉄筋コンクリート造 ・ その他・ 木造

・ 単独（ ・ 複合 ）

（ ・ 配管 ・ ケーブル ・ 機器 ）

Ｓ

Ｓ

Ｃ 専用コントロールスイッチ 支給品取付

宮 建 築 設 計工 事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名 称

徳島市福島一丁目５番６号 TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図 名

縮 尺 年 月 Ｎo

図 番

１級建築士事務所 徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水 康代
E-01NON

電気設備工事特記仕様書

ボートレース鳴門 管理棟出入口部周辺等整備工事

１５，１６０（ｍ２） 観覧場 第１項イ

鳴門市企業局 ボートレース事業課 管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門

４、弱電設備

５、換気設備



競走会
モーターボート

宮 建 築 設 計工 事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名 称

徳島市福島一丁目５番６号 TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図 名

縮 尺 年 月 Ｎo

図 番

１級建築士事務所 徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水 康代

鳴門市企業局 ボートレース事業課

2000

高低差約2.00

12345678

既存雨水ポンプ室

1.50

1
/
1
2

ス
ロ

ー
プ
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仮 BM2-2

5m ポールφ 300
海上ステージ

失格盤

失格盤

発走用大時計

F-10

自
転

車
置

場

徳島バス
鳴門営業所

E

県道瀬戸撫養線

県
道
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門
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園

線

県
道

鳴
門

公
園

線

側溝C

側溝A

側溝C

側溝C

側溝 B

VP300φ

側溝 B

△工事エリアライン

▽ 工 事エ リ アラ イ ン

▽ 工 事エ リ アラ イ ン

▽ 工事 エ リア ラ イン

側溝C

側溝C

HP150φ

▽工事エリアライン

▽ 工 事エ リ アラ イ ン
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スロープ1/13

側溝B
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側溝 A

・1.55

・1.44

・1.15

・3.80

・2.70

ス
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プ

1
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・1.80

・3.80
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ス
ロ
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（目地切り）

雨水ポンプ室

（既存）

単粒砕石

笹川良一様銅像

（東向き）

桟橋

大型映像装置

空気弁

灯

標

灯

T.川口5R28

T.川口5R31

1.715

A

B

C

D
E

G

K

L

N

O

P

Q

V

1.891

1.71
1.72

1.717

1.706

1.701

1.80

1.88

1.55 1.65

1.70
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1.70
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3
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0
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サ
イ

ク
ル

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

ゴ
ミ

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

エディウィン鳴門

▽工事エリアライン

高低差約

F-9

・3.80

・1.15

スロープ1/12

W5 00

擁壁新設

高低差約1.10

県道瀬戸撫養線

・2.75

あらたえの湯

スロープ1/32
整備棟

△ 工事 エ リア ラ イン

・2.53

・3.70

駐車場４

駐車場６-Ａ

駐車場６-Ｂ

喫煙所

駐車場1０-Ｂ

駐車場1０-Ａ

タ
ク

シ
ー

駐車場２ 駐車場３ 駐車場５

駐車場Ａ

ローソン

ＲＯＫＵ

1／2,000

1／50,000

駐車場1０-Ｃ

全体配置図・付近見取図

1/2000,50000 E-02

計画地：徳島県鳴門市撫養町大桑島字濘岩浜48-1

今回工事範囲

管理棟出入口部周辺等整備工事

ボートレース鳴門



宮 建 築 設 計工 事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名 称

徳島市福島一丁目５番６号 TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図 名

縮 尺 年 月 Ｎo

図 番

１級建築士事務所 徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水 康代

ボートレース鳴門

管理棟出入口部周辺等整備工事

スペース

受水槽

Ｅ階段

下部台車置場

玄関

Ｆ階段

±０

－６７

－１６７

－８１

２ ３ ４１

通路１

ごみ置き場

既存

水際観覧席（軒下）

Ｇ

Ｆ

Ｅ

Ｃ１

Ｃ

Ｂ

Ａ

３連旗ポール

スタンド棟

スペース

受水槽

Ｅ階段

下部台車置場

玄関

Ｆ階段

±０

－６７

－１６７

－８１

２ ３ ４１

通路１

水際観覧席（軒下）

Ｇ

Ｆ

Ｅ

Ｃ１

Ｃ

Ｂ

Ａ

３連旗ポール

スタンド棟

改修後 電気設備配置図 １／２５０

既存のまま

３
，

７
０

０

改修前 電気設備配置図 １／２５０

1/250

４５００＊２３００＊Ｈ２４００

７，３００

既存ごみ置場 移動

４５００＊２３００＊Ｈ２４００

５
，
５

０
０

通路庇新設

洗濯場屋根新設

±０ は本館棟１ＦＬよりの高さを示す。

鳴門市企業局 ボートレース事業課
改修前・後 電気設備配置図

E-03

１，７００

ロッカー×６人分

ＥＰＳ

ＥＬＶ

Ｍ

Ｍ

冷

Ｆ

Ｕ

倉庫１－１

記者室

ホール

ポンプ室

Ｃ階段
ＰＳ

トイレ（男）

トイレ 関係者

・受付（女）

トイレ

（男）

１－１

１－２ １－２

ベンダー

トイレ

（女）

１－１

Ｍ

Ｆ

ＳＳ

保安協会

トイレ（男）

事務所

１－３

（畳）

バス確認所

警備

救護室１

トイレ（女）

本部

宿直スペース

給湯室１

１－３

ロッカー×６人分

ＥＰＳ

ＥＬＶ

Ｍ

Ｍ

冷

Ｆ

Ｕ

倉庫１－１

記者室

ホール

ポンプ室

Ｃ階段
ＰＳ

トイレ（男）

トイレ 関係者

・受付（女）

トイレ

（男）

１－１

１－２ １－２

ベンダー

トイレ

（女）

１－１

Ｍ

Ｆ

ＳＳ

保安協会

トイレ（男）

事務所

１－３

（畳）

バス確認所

警備

救護室１

トイレ（女）

本部

宿直スペース

給湯室１

１－３

ＣＶ１４ －４Ｃ

ＣＶ１４ －４Ｃ

４００２００

電灯盤 結線図

分電盤名称

キャビネット形式

電灯盤

壁掛形、樹脂製防雨型

６００

ＥＴ ＥＴ（ＥＬＢ）

３０／３０ＡＴ
ＥＬＣＢ３Ｐ

回路番号
電 圧
（Ｖ）

負荷名称
負 荷（ＶＡ）

電 灯コンセント （Ａ）
定格電源

小 計

計

１，０００

１，３００

小 計

計

回路番号
電 圧
（Ｖ）

負荷名称
負 荷（ＶＡ）

電 灯 コンセント（Ａ）
定格電源

ＥＭ－ＣＥ５．５ －３Ｃ、Ｅ３．５

プレハブ電源 ２０ １００ ２０１００３００ ２００屋外照明

２０ １００５００

３００

洗濯機用コンセント ２０１００ 点検用コンセント ４００

電気方式

定格遮断電流

定 格 電 流

種 別

相 線

電 圧

負 荷 電 流

１φ３Ｗ

主幹器具
－

１００／２００Ｖ

３０／３０

常用回路

１，９００ＶＡ

１００２０予 備５００

プ
レ
ハ
ブ
電
源

屋
外
照
明

アース
△ あ ける

アース
△ あ ける

洗
濯
機
用
コ
ン
セ
ン
ト

点
検
用
コ
ン
セ
ン
ト

電灯盤 参考図

照明器具参考姿図

ＬＥＤスポットライト

拡散タイプ、防雨型、ネジ込み方式

Ａ

本体：アルミダイカスト、パネル：アクリル

（ＸＬＧＥ１１０３ ＣＢ１＜パナソニック㈱＞ 同等品）

（８０形電球１灯器具相当）

参考寸法：１，２６１×１７０×１１１Ｈ

光 束：５００ｌｍ以上

消費電力：１０Ｗ以下

特記なき配管配線は下記とする。

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ（一芯アース） （Ｇ１６）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃ×２（一芯アース） （Ｇ２２）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ（一芯アース） （Ｇ１６）

２．０

１Ｌ－１ １Ｌ－１

ＥＭ－ＣＥ５．５゜－３Ｃ Ｅ３．５゜（Ｇ２８）

１ ２

３ ４

１

２

以降改修前・後 電気設備平面図参照 以降改修前・後 電気設備平面図参照

電灯盤

２．０

２．０

※既設そのまま

既存ごみ置場 数

１

中継ポンプ槽制御盤 中継ポンプ槽制御盤

加圧給水ポンプ制御盤

Ｐ・ＢＯＸ２００ｘ２００ｘ１００ＷＰ・ＳＵＳ

※計３ケ所

Ａ ＬＥＤスポットライト

※ＷＢ－１５ＡＪ（未来工業相当品）に収容

※既設そのまま

加圧給水ポンプ制御盤

※既設そのまま

※既設そのまま

※既設配線取外し流用
※既設動力盤１Ｍ－１より

約３０ｍ先
１Ｍ－１

※既設動力盤
※既設配線再使用
※既設電灯盤１Ｌ－１

一次側端子に接続調整

ＥＭ－ＣＥ５．５゜－３Ｃ Ｅ３．５゜（Ｇ２８）

※既設Ｐ・ＢＯＸ内にて既設配線に接続調整

３０Ａ
２０Ａ ２０Ａ

ＥＬＣＢ

１

２

２０Ａ ２０Ａ ２０Ａ

ＷＰ ＷＰ

２．０

２．０



－６７

－２０－３５

－５０

－８１

－２２－１２７

－１３２

－６３－１６８－１６７

－１５２

－５５

宮 建 築 設 計工 事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名 称

徳島市福島一丁目５番６号 TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図 名

縮 尺 年 月 Ｎo

図 番

１級建築士事務所 徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水 康代

ボートレース鳴門

1/100
管理棟出入口部周辺等整備工事

撤去範囲を示す。

※ 特記無きは既存のままとする。

凡例

※ 特記無きは既存のままとする。

凡例

新設範囲を示す。

改修内容を示す。改修内容を示す。

カッター切りを示す。

改修前 電気設備平面図 １／１００ 改修後 電気設備平面図 １／１００

±０ 本館棟１ＦＬよりの高さを示す。 ±０ 本館棟１ＦＬよりの高さを示す。

Ｆ階段 Ｆ階段

±０

－６７

－２０－３５

－５０

－８１

－２２－１２７

－１３２

－６３－１６８－１６７

－１３０

－３２

－１５２

－５５

Ａｓ

旗ポール 旗ポール

Ａｓ

Ａｓ

ＣＯＮ

Ａｓ

Ａｓ

Ａｓ

門扉レール共

敷きコンクリート撤去

目隠しフェンス撤去

３
，

７
０

０

１
，

７
０

０

１，２８０
１５０

アスファルト舗装新設

フェンス撤去

Ａｓ

Ａｓ
Ａｓ

（畳）

バス確認所

警備

救護室１

通路１

本部

宿直スペース

Ｂ
Ｒ

トイレ（女）

１－３

トイレ（男）

１－３

給湯室１

（畳）

バス確認所

救護室１

通路１

宿直スペース

Ｂ
Ｒ

トイレ（女）

１－３

トイレ（男）

１－３

給湯室１

４ ４

４ ４

Ｃ１

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｃ１

Ｃ

Ｄ

Ｂ
Ａｓ

アスファルト舗装撤去

既存のまま 既存のまま

縁石撤去

既存のまま

縁石撤去

３，４５０ ４，０００ ２７５

Ａｓ

門扉撤去

上部庇新設

１
，

４
５
０

２
，

２
５

０

ＣＯＮ

１
，
６

９
３
．

５

Ａｓ

２７５４，５００２，９５５

目隠しフェンス新設 門扉新設

門扉レール共

敷きコンクリート新設

８
０

５
２

，
０
４

５

既存のまま 既存のまま

鳴門市企業局 ボートレース事業課

－１５

格子フェンス新設

－１５

改修前・後 電気設備平面図

E-04

２
，
０

０
０

電動門扉用スイッチ

電動門扉制御盤

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

警備

本部

電動門扉用スイッチ

ＣＶ３．５ －４Ｃ（ＦＥＰ３０）

ＣＶ３．５ －４Ｃ（ＦＥＰ３０）

・疎破線部分は既設のまま再利用とする。

・ 印は既設取外し後再使用を示す。

◎特記

（取）

・疎破線部分は既設のまま再利用とする。

・ 印は既設器具再取付及び移設再取付を示す。（再）

◎特記

(取)

(取)

(取)

数

１

救護室１ ※取外し

１

数

１

(取)

(取)

１直付ＬＥＤ照明器具

埋込型スピーカー １

吹出し口 １５０×１５０

通路１ ※取外し 数

１ＬＥＤ避難口誘導灯 Ｃ級

数

煙感知器 露出

１直付ＬＥＤ照明器具

埋込型スピーカー １

吹出し口 １５０×１５０

通路１ ※再取付 数

１ＬＥＤ避難口誘導灯 Ｃ級

１煙感知器 露出

(取)

(取)

(取)

(取)
(取)

電動門扉制御盤

救護室１ ※再取付 数

天井埋込換気扇 １

※接続調整

３．５（ＦＥＰ３０）

３
．

５
（

Ｆ
Ｅ

Ｐ
３

０
）

(取)

(取)

警備本部 ※取外し

天井埋込換気扇 １

警備本部 ※再取付

※配線取外し

※既設配管配線取外し流用

※既設配管配線再使用



GM

Ｒ

Ｔ

Ｓ

Ａ

Ｗ

Ｓ

工 事 概 要

工 事 種 目 １、衛生器具設備

２、給水設備

３、排水設備

1. 本工事は契約書，特記仕様書，並びに国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」（最新版）、「公共建築設備工事標準図」（最新版）並びに、建築基準法・消防法等の関係

法令諸規定に準拠するほか、監督員の指示に従い完全に施工する。

2. 本工事に必要な諸官庁への申請手続きは請負者が遅滞なく行い、経費は本工事に含むものとする。

給水の引き込み及び排水の放流先等に関しては、図示によるほか関係機関と十分協議し、その指示に従うものとする。

工事に係る負担金は全て本工事に含むものとする。

3. 設計図書に疑義を生じた場合及び機能・外観・法規上・当然施工すべき事項については監督員と協議し、その指示に従い施工する。

なお、軽微な工事内容の変更については、請負金額内で処理するものとする。

4. 本工事施工前に施工図を監督員に提出し、承諾後施工する。

なお、機器製作にあたっては、納入仕様書を監督員に提出し、機能・構造・形・色等の承諾後製作する。

共 通 仕 様

設 備 概 要

5. 本工事に必要な工事用電力、水及び諸手続などの費用は、すべて請負者の負担とする。

特記仕様書

２、使用材料 ・ 給水管 （屋 内）

（屋 外）

・ 水道用耐衝撃性硬質ポリ塩化ビニル管 (JIS K 6742) HIVP

・ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管 (JWWA K 116) SGP-VA（管端防食継手）

・ ポリエチレン管 (JIS K 6762)

・ 耐衝撃性硬質塩化ビニル管 (JIS K 6742) HIVP

・ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管 (JWWA K 116) SGP-VD（管端防食継手）

・ 水道用ポリエチレン二層管 (JIS K 6762)

・ ポリブデン管 (JIS K 6792)

・ 汚水管 （屋 内） ・ 硬質ポリ塩化ビニル管 (JIS K 6741) VP

・ 耐火二層管(内管VP)

・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管 (WSP 042) DVLP

FDP (１ＦＬ以上)

・ 浴室補給水ユニット

（昇温ユニット一次側） (JIS G 3454) SGP(白) SCH40

・ 雑排水管 （屋 内） ・ 硬質ポリ塩化ビニル管 (JIS K 6741) VP

・ 耐火二層管(内管VP)

・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管 (WSP 042) DVLP

FDP (１ＦＬ以上)

・ 給湯管 ・ 架橋ポリエチレン管 (JIS K 6769)

・ ポリブテン管 (JIS K 6778)

・ 銅管（Ｍ） (JIS H 3300)

・ 水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管 (JWWA K 140) SGP-HVA(管端防食継手)

※地中埋設部は保温付被覆銅管とする。

・ 一般配管用ステンレス鋼管 (JIS G 3448) ※継手（ ・ 圧縮 ・ プレス ・ 拡管 ・ 溶接 ）

・ 通気管 ・ 硬質ポリ塩化ビニル管 (JIS K 6741) VP

・ 耐火二層管(内管VP)

・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管 (WSP 042) DVLP

FDP (１ＦＬ以上)

・ 配管用炭素鋼鋼管(白) (JIS G 3452) SGP(白)

・ 屋外排水管 ・ 硬質ポリ塩化ビニル管 (JIS K 6741) VP

・ 下水道用リサイクル三層硬質塩化ビニル管 (AS 62) RS-VU

・ ヒューム管（１種Ｂ形）

・ ガス管 （屋 内）

（地中埋設部）

・ 配管用炭素鋼鋼管(白) (JIS G 3452) SGP(白)

・ 硬質塩化ビニル外面被覆鋼管(黒)

・ 硬質塩化ビニル外面被覆鋼管

３、凡 例 シ ン ボ ル 名 称

給水管

給湯管（往）

給湯管（返）

汚水・雑排水管

通気管

ガス管

屋内及び屋外消火栓管

連結散水管

連結送水管

消

給水栓

散水栓 ボックス共

散水栓 人研形水栓柱共

混合水栓

シャワー水栓

単口ガスコック

双口ガスコック

ガスメーター

フラッシュバルブ

床排水トラップ

床上掃除口

床下掃除口（塩ビ製）

ベントキャップ（耐食アルミ製）

汚水桝 塩ビ製インバート桝

汚水桝 ＲＣ製

ドルゴ通気弁

雨水桝 塩ビ製ため桝

雨水桝 ＲＣ製

雨水桝 ＲＣ製

消火器

雨水桝 ポリプロピレン製桝

備 考 シ ン ボ ル 名 称 備 考

ガス供給者側工事

２００φ

マンホール蓋共

２００φ

鋼製グレーチング蓋共

マンホール蓋共

ＡＢＣ１０型 壁取付金物共

集水蓋（レジコン製）共

給水方式

給湯方式

排水方式

消火設備

ガス設備

・ 水道直結式

屋 外

３ｍ

・ 増圧給水方式 ・ 高置水槽式 ・ 加圧ポンプ式

・ 受水槽（上水） ・ 高置水槽 ３ｍ

・ 中央式 ・ 局所式 ・

・ 屋内消火栓 ・ 屋外消火栓 ・ スプリンクラ－ ・ 新ガス ・ 泡消火

・ 都市ガス ・ 液化石油ガス

方 式 設 備 概 要

・ ガス給湯器 （ ・ 瞬間式 ・ 貯湯式 ） ・ 電気温水器 ・ ヒートポンプ式給湯器

量水器 ・ 貸与品 （ ・ 新設 ・ 既存 ） ・ 私設メーター ・ 本工事施工

・ 公共下水桝 ・ 側溝

屋 内 ・ 分流式 ・ 合流式

・ 分流式 ・ 合流式 ・ 雨水分流 ・ 雨水合流

最終放流先

・ 自然放流方式 ・ ポンプアップ放流方式

・ 水路 ・ 浸透桝 ・ 隣地排水桝

・ 公共下水道 ・ 合併処理浄化槽排水方式 人槽

（ ・ 保温材付 ・ 保温材無 ・ さや管施工 ）

（ ・ 保温材付 ・ 保温材無 ・ さや管施工 ）

（ ・ 保温材付 ・ 保温材無 ・ さや管施工 ）

（ ・ 保温材付 ・ 保温材無 ・ さや管施工 ）

・

・

・ 重圧管

・

・ 耐熱性硬質ポリ塩化ビニル管

・

・

４、機材等指定

FRP製水槽

機 材 名 製 造 者 名

ステンレス鋼板製水槽

(溶接組立形)

ステンレス鋼板製水槽

(ボルト組立形)

密閉形隔膜式膨張タンク

(給湯用)

タンク類

(株)エヌ・ワイ・ケイ〔鋼板製〕, (株)小笠原工業, (株)ベルテクノ, 森松工業(株)

コンドーＦＲＰ工業(株), CIEN(株), 積水アクアシステム(株), (株)ハウステック, (株)ブリヂストン, 三菱樹脂(株)

積水アクアシステム(株), 三菱樹脂(株)

(株)エヌ・ワイ・ケイ〔鋼板製〕, 四国溶接(株), 日立金属(株), ホーコス(株)

ポンプ類 (株)荏原製作所, エレポン(株), (株)川本製作所, (株)クボタ, 新明和工業(株), 正和水中ポンプ(株), (株)鶴見製作所

テラル(株), (株)酉島製作所, (株)日立産機システム

ボイラー (株)IHI汎用ボイラ, 川重冷熱工業(株), (株)サムソン, 昭和鉄工(株), (株)高尾鉄工所, (株)巴商会, (株)日本サーモエナー

ネポン(株), (株)ヒラカワ, (株)前田鉄工所, 三浦工業(株)

消火装置

消火システム エア・ウォーター防災(株), ニッタン(株), 日本ドライケミカル(株), 能美防災(株), (株)初田製作所, ホーチキ(株)

不活性ガス消火システム エア・ウォーター防災(株), コーアツ(株), 東京計器(株), ニッタン(株), 日本ドライケミカル(株), 能美防災(株), (株)初田製作所

ヤマトプロテック(株)

ホーチキ(株), ヤマトプロテック(株)

(スプリンクラー・泡)

弁･伸縮継手･トラップ (株)キッツ, 東洋バルヴ(株), 巴バルブ(株), (株)日本フローコントロールズ, フシマン(株), (株)ベン, 三吉バルブ(株), (株)本山製作所

(株)大和バルブ, (株)ヨシタケ

製缶類

(貯湯タンク, 地下オイルタンク)

(株)エヌ・ワイ・ケイ, 三成鉄工(株), 四国溶接(株), (株)島倉鉄工所, 玉田工業(株), (株)ベルテクノ, ホーコス(株), 森松工業(株)

排水金物 伊藤鉄鋼(株), カネソウ(株), ダイドレ(株), (株)中部コーポレーション, (株)長谷川鋳工所, 福西鋳物(株)

ふた(マンホール・弁桝) (株)一中, 伊藤鉄工(株), (株)オオタケファンドリー, カネソウ(株), (株)小島製作所, 昭和機器工業(株), 第一機材(株)

ダイドレ(株), (株)中部コーポレーション, (株)ニムラ, (株)長谷川鋳工所, 福西鋳物(株)

衛生器具 (株)カクダイ, ＴＯＴＯ(株), (株)ＬＩＸＩＬ, ジャニス工業(株), 丸一(株)

プラスチック桝 アロン化成(株), クボタシーアイ(株), 積水化学工業(株), タキロン(株), 東栄管機(株), 前澤化成工業(株)

グリース阻集器

屋内消火栓 (株)立売堀製作所, 岸本産業(株), (株)北浦製作所, 消火栓機工(株), (株)大東製作所, (株)村上製作所, ヤマトプロテック(株)

排水用鋳鉄管・同継手 JISマーク等規格品

塩化ビニル管・同継手 JISマーク，JWWA（日本水道協会）マーク等規格品

ライニング鋼管・同継手 JISマーク等規格品

配管用炭素鋼鋼管・同継手 JISマーク等規格品

ガス給湯器 高木産業(株), (株)長府製作所, (株)ノーリツ, (株)ハーマン, (株)ハウステック, パナソニック(株), (株)パロマ, リンナイ(株)

ヒートポンプ式給湯器

(株)キューヘン, (株)コロナ, 四変テック(株), ダイキン工業(株), 中国電機製造(株), (株)長府製作所, 東芝キャリア(株)

愛電商事(株), 北日本電線(株), 昭和鉄工(株), ダイキン工業(株), (株)日本イトミック, パナソニック(株)

家庭用

業務用

(株)ハウステック, パナソニック(株), 日立アプライアンス(株), 三菱電機(株)

(株)日立アプライアンス(株), 前川製作所, 三菱重工業(株), 三菱重工空調システム(株), 三菱電機(株)

石油給湯器 (株)コロナ, (株)長府製作所, (株)ノーリツ, パナソニック(株)

電気温水器 (株)コロナ, (株)長府製作所, ＴＯＴＯ(株), (株)日本イトミック, (株)ハーマン, 日立アプライアンス(株), ＬＩＸＩＬ(株)

(株)横井製作所

量水器（私設用） 愛知時計電機(株), アズビル金門(株), 大阪機工(株), 柏原計器工業(株), 東光精機商事(株), (株)東芝, 東洋計器(株), 日東精工(株)

明治時計(株), リコーエレメックス(株)

する. 埋め戻しは, 砂の類で管の周囲を埋め戻し十分充てんした後, 掘削土の良質土で所定の埋め戻しを行う。

4. 排水管を屋外土中埋設する場合は, 「標仕」の当該事項に従い根切り底には再生クラッシャーランを遣り方にならい敷き込み, 突き固めた後, 管をなじみ良く布設･

を行う。

3. 管(排水管を除く)を屋外土中埋設する場合は管の保護のため砂の類にて管の周囲を埋め戻した後, 掘削土の良質土で埋め戻し, 地中埋設表示(表示テープ及び埋設標)

2. 床下土中埋設配管についても吊り又は支持を行い, 管の保護のため砂の類にて管の周囲を埋め戻した後, 掘削土の良質土で埋め戻す。

1. 配管の吊り及び支持は, 「標仕」及び「標準図」に従い行う。

なお, 紙製仮枠を用いる場合は, 変形防止の措置を講じる。

5. スリーブ材料については, (標仕, 監理指針)による. 貫通部の処理については, (標仕, 標準図, 監理指針)による。

6. 液化石油ガス設備は, 液化石油ガス設備士により気密試験を行い試験成績書を提出する。

7. 弁類で, 公営水道に直結する配管に使用するものは JIS 10kgf/cm2 とし, 高置水槽以降の配管に使用するものはJIS 5kgf/cm2 とする。

ただし, 特記部分は JIS 10kgf/cm2 とする。

8. 保温工事種別について, 給水管, 排水管及び給湯管は, 原則グラスウール保温材とする。給水管の床下, 暗渠内及び屋外露出部分は, ポリスチレンフォーム保温材･

とする. ただし, 耐火二層管は保温を行わない。

14. 水圧試験, 満水試験, 気密試験等は, 配管途中若しくは隠ぺい, 埋め戻し前又は配管完了後の塗装又は被覆施工前に行う。

15. 衛生器具をコンクリート又はれんが壁に取り付ける場合は, エキスパンションボルト又は樹脂製プラグを使用し, 木れんがの場合は, 防腐剤を塗布したものを壁体に

17. 洗面器類の排水トラップと鋼管又は塩ビ管との接続は, 専用アダプターによる。

壁内に補強材を取り付ける。

埋込む。

13. 次に指定する部分の露出する配管, ダクト, 支持金物, 架台等のうち亜鉛めっき面及び合成樹脂面の塗装は行わない。

屋内, 屋外及びピット内の支持金物等のうち, ステンレス製(SUS304)又は溶融亜鉛メッキ製のものは, 原則塗装を行わない。

硬質塩化ビニル管にカラーパイプを使用する場合は, 監督員との協議により塗装を省略することが出来る。

次に指定する部分の露出する電線管, 支持金物, 架台等は塗装を行う。

亜鉛めっき金属電線管はエッチングプライマー1種(JIS-K-5633)による化学処理を行った後調合ペイント2回塗りとする。

18. 機器には名称及び記号を, 配管及びダクトには, 識別表示・用途・流れ方向を記入する。

24. 試運転調整にあたっては, (監理指針 参考資料 資料2 試運転調整法)を参考とする. 低圧屋内配線, 弱電流電線については絶縁抵抗測定を行う。

23. 浄化槽の蓋(枠を含む)は, 溶融亜鉛めっき仕上げの鋼板製若しくは溶融亜鉛めっき仕上げの鋳鉄製とし, 固定が確実で, 十分な防臭性能及び耐候性を有すること。

参考とする。

21. ユニット形浄化槽の製作に際しては「製品検査要領」を提出した後, 製品検査を実施する. 現地据付に際しては「据付検査要領」を提出する。

22. ユニット型浄化槽は国土交通大臣の型式認定品とし, 製造者標準仕様品とする. 「本体構造等」(標仕)で準用する現場施工型浄化槽の機材の仕様については

20. 機材の検査に伴う試験のうち, 製造者において試験方法を定めている項目については, 試験要領書を提出する。

19. 掘削作業に際して, 事前に当該作業範囲内の埋設物, 特に電力, 通信, ガス及び水道等の埋設経路の調査を行う。

なお, 屋外及び水気のある場所(弁桝内等を含む)での機器の名称・配管識別表示等については, 塗装書き又は耐候性を有するカッティングシートとし, バルブの状･

態表示を示す表示札等については, 合成樹脂製又はアクリル製で文字等がシルク印刷又はエッチング加工されたものとする。

16. 衛生器具をコンクリートブロック壁面に取り付けする場合は, 補強のため取付部分のブロック内の空洞部分をモルタル等で埋める. また, 間仕切り壁等の場合は,

12. あと施工アンカーボルトの選定については, 次による。

(2) 配管の吊り及び支持材の固定には, その自重に十分耐えうるアンカーを使用する。なお, 耐震支持に使用する躯体取付用のアンカーは金属拡張アンカーおねじ･

形又は接着系アンカーとする。

(3) 屋外に使用するものはステンレス製(SUS304)とする。

11. ポンプ及び屋外設置機器のアンカーボルト, ナットはステンレス製(SUS304)とし, 屋外及びピット内の配管, ダクトに使用する支持金物等は, ステンレス製(SUS304)

又は溶融亜鉛めっき仕上げとする。

9. 消火管の屋外露出部分については, ポリスチレンフォーム保温材により保温を行う。

10. 給水用配管で, ポンプ廻りの防振継手, フレキシブルジョイント及び弁は保温を行わない。

（ ・ ダクトスペース, パイプシャフト内 ・ ）

（ ・ 一般居室，廊下等 ・ 屋外 ）

濾過装置 ローレル(株), (株)東工業, オルガノ(株), 協和(株), 栗田工業(株), (株)三協, (株)三進ろ過工業, (株)ショウエイ, 昭和鉄工(株), 城山産業(株)

滅菌装置等 アイチポンプ興業(株), (株)石井表記, (株)イワキ, (株)イワヤ綜業, (株)オーヤラックス, ジェイイーシー(株), (株)ショウエイ

合併処理浄化槽 アムズ(株), クボタ浄化槽システム(株), 積水ホームテクノ(株), 大栄産業(株), (株)ダイキアクシス, (株)西原ネオ, ニッコー(株)

蛇の目ミシン工業(株), (株)竹村製作所, 鶴亀温水器工業(株), トースイ(株), 東西化学産業(株), 東洋濾水機(株), 日機装エイコー(株)

住友精密工業(株), (株)タクミナ, 千代田工販(株), 東西化学産業(株), 日水化学工業(株), ポエック(株)

油面計

(株)ハウステック, (株)ハマネツ, フジクリーン工業(株), 藤吉工業(株)

(1) 機器類の固定には, 金属拡張アンカーおねじ形又は接着系アンカーを使用し, 施工後確認試験を 。（ ・ 行う ）・ 行わない

液化石油ガス

スプリンクラー管

給水管

上水

雑用水

粉末消火管

泡消火管

ハロゲン化物消火管

不活性ガス消火管

消火管

消火管

消火管

消火管

消火管

消火管

消火管

消火管

仕切弁

減圧弁

逆止弁

低騒音形

電磁弁

ボールタップ

Ｙ型ストレーナー

防振継手

可とう継手ＪＩＳ１０Ｋ 合成ゴム製、消火はＳＵＳ製

ストレーナ・圧力計共

バイパス管付とする。

ＪＩＳ１０Ｋ

ゴム製球型

バタフライ弁

埋設弁

玉形弁

ボール弁

安全弁及び逃し弁

三方弁

温度調整弁等Ｔ

三方弁二方弁

電動弁装置 バイパス管付とする。

自動エア抜弁装置

圧力計

水高計

連成計

温度計

ストレーナー

瞬間流量計

１、特記事項

ヒューズコック

ヒューズコック

(株)日本サーモエナー，日本フィルコン(株), (株)ノーリツ, フジカ濾水機(株), フジキコー(株), ポエック(株), ミウラ化学装置(株)

三菱電機プラントエンジニアリング(株)，メタウォーター(株)

(ＰＭＭＳ)規格品

(日本阻集器工業会認定品)

カネソウ(株), 下田エコテック(株), ダイドレ(株), (株)中部コーポレーション, 福西鋳物(株), プレパイ工業(株), ホーコス(株)

ホクセイ(株), 前澤化成工業(株)

日本クリンゲージ(株), 日本計器(株), 山本電機工業(株), 横河電機(株)

アズビル(株), (株)協和, (株)工技研究所, (株)サワダ製作所, 昭和機器工業(株), 東京計装(株), 東京プラント(株)

ＬＰガス用調整器・ガスメーター 伊藤工機(株), (株)桂精機製作所, (株)藤井合金製作所, 富士工器(株), 矢崎エナジーシステム(株)

・ガス栓・バルクタンク

リンナイ(株), パナソニック(株)

業務用厨房機器

家庭用厨房機器 クリナップ(株), タカラスタンダード(株), トーヨーキッチンアンドリビング(株), ＴＯＴＯ(株), (株)ＬＩＸＩＬ, 丸一(株)

(株)アイホー, 新日本厨房機器(株), タニコー(株), (株)中西製作所, 日本調理機(株), (株)フジマック, ホシザキ電機(株), (株)マルゼン

工 事 名 称 工 事 場 所

階 層

延 床 面 積

構 造

建 物 用 途

・ ガス用ポリエチレン管 (JIS K 6774)

（受水槽、ポンプ室周り）

25. 配管は風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対しての安全上支障のない構造とすること。

26. 建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

27. 管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又は可とう継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

28. 管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震その他の震動及び衝撃の緩和のための措置を講ずること。

・

29. 区画貫通処理：防火区画の貫通について令第１１２条第１５項、１６項及び、令第１２９条の２の５第１項第７号の処置又は大臣認定品を使用する。

（機械室内）・ 浄化槽ブロアー配管 ・ 配管用炭素鋼鋼管(白) (JIS G 3452) SGP(白)

・

（地中埋設部） ・ 耐衝撃性硬質塩化ビニル管 (JIS K 6742) HIVP

・

300

・ その他・ 鉄筋コンクリート造・ 鉄骨造・ 木造

観覧場 消防法施工令別表第１項目

鳴門市撫養町大桑島

第１項イ

(JIS K 6776) HT (調理室図示部)

・ パッケージ型消火設備

・ 硬質ポリ塩化ビニル管 (JIS K 6741) VP

・ 水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管 (JWWA K 140) SGP-HVA(管端防食継手)

(パッケージ型消火設備)

(JWWA G 120)・ 水道用ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管（※７５Ａ以上）

Ｐ

Ｔ

Ｆ

Ｃ

30. 給水設備はウォーターハンマー防止措置（管内流速が過大とならないよう管径を選定する）を行うこと。

宮 建 築 設 計工 事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名 称

徳島市福島一丁目５番６号 TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図 名

縮 尺 年 月 Ｎo

図 番

１級建築士事務所 徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水 康代
P-01NON

給排水衛生設備工事特記仕様書

鳴門市企業局 ボートレース事業課
ボートレース鳴門

管理棟出入口部周辺等整備工事

１５，１６０（ｍ２）

地上 ７ 階 地下 階

ボートレース鳴門 管理棟出入口部周辺等整備工事

Ｎ

Ｇ

Ｘ

ＸＳ

ＳＰ

ＸＢ

ＤＣ

Ｆ

ＨＬ

SV

BAV

GV

BV

SV

GV

BV

給排水衛生設備工事特記仕様書



宮 建 築 設 計工 事

ＭＩＹＡ 徳島県建築士事務所協会々員
名 称

徳島市福島一丁目５番６号 TEL(088)625-5505(代)

会社

株式 管 理 建 築 士 係
図 名

縮 尺 年 月 Ｎo

図 番

１級建築士事務所 徳島県知事登録第６１０５７号 １級３３３７０７

清水 康代

ボートレース鳴門

管理棟出入口部周辺等整備工事

スペース

受水槽

Ｅ階段

下部台車置場

１

ごみ置き場

既存

Ｇ

Ｆ

Ｅ

Ｃ１

Ｃ

スタンド棟

Ｅ階段

下部台車置場

Ｆ

Ｃ１

Ｃ

改修後 給排水衛生設備配置図 １／２５０改修前 給排水衛生設備配置図 １／２５０

1/150

４５００＊２３００＊Ｈ２４００

７，３００

既存ごみ置場 移動

４５００＊２３００＊Ｈ２４００

５
，

５
０

０

ＳＫ 洗

洗濯場屋根新設

±０ は本館棟１ＦＬよりの高さを示す。

鳴門市企業局 ボートレース事業課
改修前・後 給排水衛生設備配置図

P-02

Ｄ
Ｉ
Ｐ

１
０
０

２０

８
０

１
０
０

１５０１５０

１００

８０８０

Ｄ
Ｉ

Ｐ
１

０
０

１
０

０

１
５
０

Ｖ
Ｐ

１００ＶＰ

１
５
０

Ｖ
Ｐ

Ｄ
Ｉ

Ｐ
１
０

０

２０

８
０

１
０

０

１５０１５０

１００

８０８０

Ｄ
Ｉ

Ｐ
１

０
０

１
０

０

１
５
０

Ｖ
Ｐ

１００ＶＰ

１
５
０

Ｖ
Ｐ

－３４６

－１７５

－１４７

－１４９

－７０

－２３９

－３３９

－１８２

－１４７

－１４９

－１７５

－３４６

－７０

－２３９

－３３９

－１８２

（ー８９０）

（ー８９０）

（ー９２０）

（ー１５２８）

（ー１５５８）

記号 名 称 寸 法

１

桝リスト

（雑排水系統）インバート桝

上部蓋
備 考

２

３

４

※特記事項

２．塩ビ桝は日本下水道協会規格品（ＪＳＷＡＳ Ｋ－７）とし、

３．防護蓋は鋳鉄製、耐荷重（Ｔ－２５）、日本下水道協会規格品（ＪＳＷＡＳ Ｇ－３）
とする。（内フタ共）

１．管底については、全て参考値とする。
施工に際しては施工図作成のうえ、桝据付位置を決定し、
据付面のレベル測定により、修正を行うこと。

硬質塩化ビニル製ます同等品とする。

参考管底

周囲地盤
基準

【ＫＢＭ１】
基準

周囲地盤高さ
【ＫＢＭ１】

基準

インバート桝
小口径塩ビ製

〃

〃

φ２００
塩ビ製化粧蓋

φ２００

（ｍｍ） （ｍｍ） （ｍｍ）

－２５０ －６６５ －４１５

〃 －２５０ －７５０ －５００

〃 〃 －１６０ －９１０ －７５０ φ２００ ９０度合流

〃 〃 〃 －３５０ －８３５ －４８５

φ２００ ９０度合流

掃除流し

他付属品一式共

排水金具、取付金具、リムカバー

ＢＡ

ＳＫ３２２

Ｓ－２００

ＴＯＴＯ

ＬＩＸＩＬ

掃除流し

ＰＷＳＰ６４Ｅ２ＷＴＯＴＯ

ＬＩＸＩＬ

洗濯機パン

鋳物縦引排水トラップ

他付属品一式共

洗濯機パン

ＰＦ－６４６４ＡＣ＋ＴＰ－５１

衛生器具参考姿図

Ｃ

≒
３

０
０

≒
１

，
２

０
０

≒
１
，

５
０

０

自在水栓（水栓柱共）

自在水栓

塩ビ製水栓柱Ｈ＝１，５００

他付属品一式共

Ｔ１３０ＡＵＮ１３ＣＴＯＴＯ

ＬＩＸＩＬ ＬＦ－１２Ｆ－１３－Ｕ

Ｄ 洗濯機用水栓（水栓柱共）

塩ビ製水栓柱Ｈ＝１，５００

他付属品一式共

ＴＯＴＯ

ＬＩＸＩＬ

１

２

３ ４

φ２００（Ｔ－２５）
鋳鉄製防護蓋

ストレートφ２００

９０度曲りφ２００

≒
１

，
２

０
０

≒
１
，

５
０

０
≒

３
０

０

≒
１

，
２

０
０

≒
１
，

５
０

０
≒

３
０

０

≒
１

，
２

０
０

≒
１
，

５
０

０
≒

３
０

０

ＴＷ１１Ｒ

ＬＦ－ＷＪ５０ＫＱＡ

洗濯機用水栓

緊急止水弁付水栓

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

６
５

５
０

１
０
０

１
０

０

２０

１００

２
０

２
０

既設給水管より分岐

既設アスファルト舗装解体復旧部を示す。

既設排水管へ接続調整

洗濯場 数

１掃除流し

１洗濯機パン

散水栓（水栓柱共） １

散水栓（水栓柱共） １


	管理棟周辺改修A00_表紙
	管理棟周辺改修AT01_特記仕様書1
	管理棟周辺改修AT02_特記仕様書2
	管理棟周辺改修AT03_特記仕様書3
	管理棟周辺改修AT04_特記仕様書4
	管理棟周辺改修AT05_特記仕様書5
	管理棟周辺改修A01_全体配置図
	管理棟周辺改修A02_改修前後配置図
	管理棟周辺改修A03_改修前後平面図
	管理棟周辺改修A04_庇廻り詳細図1
	管理棟周辺改修A05_庇廻り詳細図2
	管理棟周辺改修A06_各部詳細図1
	管理棟周辺改修A07_各部詳細図2
	管理棟周辺改修A08_現況配置図
	管理棟周辺改修A09_改修前後平面図
	管理棟周辺改修A10_各部詳細図3
	(E-01)電気設備工事特記仕様書
	(E-02)全体配置図・付近見取図
	(E-03)改修前・後  電気設備配置図
	(E-04)改修前・後  電気設備平面図
	(P-01)給排水衛生設備工事特記仕様書
	(P-02)改修前・後  給排水衛生設備配置図

